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第1章 序論
1.1 製造業における技術サービス
製造業におけるサービスのあり方が，様々なところで問われている．2014年に
内閣府が発表したサービス産業の生産性に関する資料1では，純粋なモノづくり
に相当する生産工程従事者は減少し，製造業の技術力からサービス価値を創出
するような専門的・技術的職業従事者の増加傾向が示されている．この傾向は，
技術力を総動員して価値を創造する活動が求められている現れと捉えられる．
生産財の製造業者は，蓄積した強みである技術力を活かしてハードウェア・ソ
フトウェア・人材を組み合わせたサービス提供システムをどう構築するべきかと
いう困難な課題に取り組んでいる．システム構築の課題は，戦略とシステム構
造の意思決定，システムの実現に向けた機能選択と設計のための要求分析，そ
して開発したシステムへフィードバックするためのユーザ評価など，困難で多岐
にわたる．これらの課題解決には，様々な研究分野の知見を活用することが必要
とされる．本章では，本研究で対象とする技術サービスの特徴と業務支援ソフ
トウェアに着目し，これらの特徴を踏まえた上で研究の構想を述べる．
生産財の製造業者は，自社の装置販売とともに運用監視システムや現場で測
定調査したデータを解析し，顧客企業の経営課題や技術課題に対するソリュー
ションを提供することがある．ビッグデータや IoT（Internet of Things）などの技
術潮流と相まって，測定・解析コンサルティング事業の注目が高まっている．本
研究では，このようなコンサルティングサービスのうち，特に顧客企業の技術課
題に対するソリューション情報を商材とするサービスを技術サービスと呼び，技
術サービスを提供する生産財の製造業者を技術サービス提供者と呼ぶことにす
る．技術サービスは，新たな技術力を獲得しながら提供業務の効率化を図るこ
1内閣府の「選択する未来」委員会WG1の資料　「資料1　サービス産業の生産性 (平成26年4
月 18日)」の図表 4を参照
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とができるシステムを必要とする．技術サービスの種別には，設計サービスと
測定解析サービスがある．
例えば，無線通信業界では，通信機器製造業者が技術サービス提供者に相当
する．通信事業者という顧客がネットワークインフラを構築する時に，通信機器
製造業者は技術サービスを提供する．この例での設計サービスは，設備投資計
画を策定するために基地局台数を検討する置局設計である．また，測定解析
サービスは投資効果や運用上の技術課題を把握するために，通信品質の測定と
その測定データを解析するエリア解析である．技術サービス提供者は顧客に対
し，ネットワークの構築，運用，保守にかかわる業務を代行し，測定結果や検討
結果を報告書と，報告書を用いたコンサルティングを商材として提供する．
技術サービスには，開発と提供の2つのプロセスがある．技術サービスの開発
では，報告書作成や顧客との議論に必要な要素技術の獲得と，報告書作成の手
順を確立させる．技術サービスの提供では，報告書や資料の作成，さらに顧客へ
報告書や資料の説明を行う．技術サービス提供者は，開発と提供のプロセスを遂
行する業務支援ソフトウェアを開発することにより，サービス提供の品質と生産
性の向上を図る．なお，本研究ではこのソフトウェアを技術サービス支援ソフト
ウェアと称する（図 1.1）．
図 1.1: 無線通信業界の技術サービス例
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技術サービス提供者には，サービスの要素技術を開発するサービス開発技術者，
測定データや技術報告書を用いたコンサルティングを提供する顧客接点のサー
ビス提供技術者，およびソフトウェア開発受託者へ発注し要求管理を行う技術サー
ビス支援ソフトウェアの発注技術者らが存在する．これらの技術者の業務は，兼
務されることもある．技術サービス提供者をとりまく利害関係者には，サービ
ス提供先である顧客と事業パートナーであるソフトウェア開発受託者が存在す
る（図1.2）．技術サービスの提供者の利害関係者は，総務省や標準化団体なども
含まれて広範囲に及ぶ．また，顧客企業の購買担当者と事業パートナー企業の営業
担当者も技術サービス提供者の利害関係者に含まれる．図1.2は，技術サービス
に関与する技術者に着目した際に重要となる利害関係者に限定して示している．
図 1.2: 技術サービスの利害関係者
技術サービス支援ソフトウェアの発注技術者は，顧客のニーズを代弁するサービ
ス提供技術者や，サービス開発技術者からの要望を要求仕様に反映させる．ま
た，発注技術者は，自分でコーディングや実装を遂行する場合もあるが，ソフト
ウェア開発の専門家ではない．発注技術者は，実装に直結するアーキテクチャの
詳細を把握していないが，要求に関わる入出力情報の関係から，ソフトウェア全
体のアーキテクチャを想定して要求仕様を提示する．そして発注後に，技術サー
ビス支援ソフトウェアの開発受託者から成果物を受け取り，運用評価を行う．
技術サービス支援ソフトウェアの開発受託者は，技術サービス提供者内の開発
組織の場合もあるが，本研究ではアウトソーシングを請け負うソフトウェア開発企
業を対象とする．この場合，ソフトウェア開発者は，どの機能がどのような品質
要素を向上させるかを熟知しているが，事業領域の知識は乏しい．従って，ソフ
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トウェア開発者は，どの品質要素を高めるべきかまで把握していないことが多
い [58]．ソフトウェア開発受託者は，設計，コーディング実装，単体試験，結合試
験までを担当し，各作業の工程調整と発注者への開発コストの金額提示を行う．
ソフトウェア実装検討の場面では，発注者の関与が少ない状況に陥りやすい．
製造業の技術者が発注者であることが，この状況の要因である．ソフトウェア発
注の際，製造業の技術者は一度仕様を提示し理解が得られれば，その後はソフ
トウェア開発者側で成果物を作り上げることが可能と認識しがちである．しか
しながら，ソフトウェアの内部・外部の品質を明確にするには，さらに発注者の
開発関与が必要になることが多い．この認識乖離があるため，具体的なソフト
ウェア実装の実現方法には，発注者の関与の仕方や，いかに協調開発をしていく
べきかの考慮が重要になる．開発者のビジネス理解不足という問題とは対照的
に，総務省の調達ガイドライン [38]では，ソフトウェア開発に特有な発注者の開
発関与の重要性が指摘されている．特に見積合意の場面において，発注者と開
発者の認識乖離は従来から指摘されている [51, 53]．
技術サービス提供者からの情報をもとに，顧客は設備導入や設備運用の活動
を通じて最終消費者に対してインフラサービス等を提供する．技術サービスは
専門サービス [33, 96]であるが，医療，金融，法律のように，提供者側が一方的に
専門知識を有するサービスとは異なる．顧客の技術者も，高い専門知識を有してい
る．従って，技術サービスは情報の非対称性がほとんどない専門サービスである．
本研究は，無線通信業界の技術サービスを対象とする．無線通信業界は，技術
変化が速い上にコスト競争の激しさが顕著である．顧客は，アウトソースの費
用を抑制するため，提供者に対応の迅速性と柔軟性を求める傾向が強い．技術
サービスの商材は，「報告書」という生産財としての情報である．顧客は，報告
書やコンサルティングを行うサービス提供技術者の説明をもとにインフラを構
築し，最終消費者にサービス提供を行う．顧客は，技術サービス提供者の技術力
を提供情報の品質に基づき評価する．
1.2 技術サービス支援ソフトウェア
技術サービス支援ソフトウェアは，シミュレーション機能を主とした設計用途
と，集計整理と可視化の機能を主とした測定解析用途のものがある．無線通信
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業界の場合，設計用途のソフトウェアは，置局設計に用いられ，設置場所候補の
基地局から送信される電波の受信電力分布や通信品質の予測情報をデジタル地
図やグラフを用いて可視化する．これらの結果が，設備投資を含む技術課題解
決への検討に活用される．設計用途のソフトウェアには，入出力情報の種別が多
く，地図情報システム（GIS）や顧客の持つシステムと連携させる機能がある．
測定解析用途のソフトウェアは，エリア解析に用いられる．エリア解析では，
車などの移動体に搭載した測定器でスループットやプロトコル情報などを取得
し，通信の品質劣化や障害状況を可視化する．エリア解析は，この可視化によっ
て設備運用上の課題を明確にし，改善策を導き出す．測定解析用途のソフトウェ
アには，測定器や通信装置からテキストファイル形式などで出力される膨大な
データを集計処理する機能がある．無線通信業界における技術サービスの業務
や技術サービス支援ソフトウェアの説明については，文献 [71]などが詳しい．
技術サービス支援ソフトウェアには以下の特徴がある．第一に，技術サービス
支援ソフトウェアは，技術専門的な情報提供を行うサービスに用いられる．利用
者が行う技術サービスの開発と提供，およびソフトウェア発注の業務は，いくつ
かの業務が兼務されることが多い．従って，利用者は複数の役割をもった技術者
である．また，技術サービスの商材はソフトウェアそのものではなく，ソフト
ウェアの出力に基づく報告書，あるいはコンサルティングのような対話を通じた
技術情報の獲得経験である．これらのことから，機能的な要求は情報の品質に
関連したものが重視されやすい．
第二に，仕様変更の頻度が高いことがあげられる．技術サービス支援ソフト
ウェアは，新規技術や技術課題への対処方法の確立段階にも用いられる．その結
果，処理プロセスがソフトウェア開発の企画段階で確定していない場合が多い．
測定解析用途のソフトウェアを用いた処理プロセスは，新規技術の検討においても
定型化されやすい．その後の変更は少なく，変更規模も小さいことが多い．対照
的に，設計用途のソフトウェアを用いた処理プロセスでは，新規技術の検討で一
度確立したプロセスを見直す機会が頻繁に起こる．また，顧客要求に柔軟に対応で
きることが顧客接点の技術者から要求される．このことが理由で，使用性を高める
ことが処理方法の柔軟な変更対応に足かせとなることがある．その結果，仕様変更
の頻度が高いと発注技術者が，開発者と見積に対して合意形成をしにくくなる．
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柔軟な変更対応は，技術的な課題だけではなくビジネス上の課題も招きやすい．
第三に，技術サービス支援ソフトウェアは，主にサービス提供者の組織内部で
利用され，販売製品と異なる．このことから，ソフトウェアの信頼性に関する要
求水準は，品質保証が必要な販売製品の水準と異なることが想定される．また，
技術サービスを提供する技術者組織は，企業単位ではなく事業部内の一グルー
プである．組織内のソフトウェア利用者数は，50人未満程度のケースが多い．
第四に，技術サービス支援ソフトウェアは，業務内容に即した改善開発が求め
られる．また，顧客要求や測定機器の情報を考慮したサービス開発や，顧客との
議論を通じて経験するデータ処理手順が，技術サービス提供者の技術ノウハウ
として蓄積され，ソフトウェアに反映される．従って，技術サービス支援ソフト
ウェアには，高い開発の柔軟性を維持しながら業務内容に即した開発が求めら
れる．このことから技術サービス提供者には，業務適合性をいかに測定し，ソフ
トウェア開発において重視すべき品質を特定できるかが，サービスの質を向上
させる重要課題となる．この業務適合性とは，技術者が認識する業務遂行の質
の高まりをさす．
1.3 研究構想と各研究テーマ
本研究は，技術サービス提供のシステム構築に対し，開発段階の課題に焦点
をあてる．本研究では，無線通信業界の技術サービスと技術サービス支援ソフ
トウェアを対象とし，技術サービス提供者における戦略企画とシステム設計に
おける諸問題の解決に取り組む．
図1.3は本研究の構想と各研究テーマの関係を示す．図1.3の矢印は，各項目の
影響関係を表している．技術サービスのシステム開発では，図 1.2に示す技術
サービス開発技術者が，業務のプロセス設計からアーキテクチャを決定し，発注
技術者とともにソフトウェアの仕様化を行う．発注技術者は，図1.2に示す技術
サービス提供者の各技術者からヒアリングした情報をもとに，仕様化された機
能候補からソフトウェアで実現する機能を選択する．技術サービス提供者の発
注技術者が，ソフトウェア開発受託者の技術者と協議して設計・実装を推進す
る．発注技術者はサービス開発技術者と共に，ソフトウェア開発受託者からの成
果物を評価する．サービス開発技術者は，技術サービス支援ソフトウェアを用い
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たサービス提供のプロセスを確立する．
図 1.3: 研究の構想
アーキテクチャの決定段階においてサービス機能の実現は，ハードウェア，ソ
フトウェア，および人的な業務への実装の組み合わせでなされる．提供システム
構成と顧客に提出する成果物内容は，この段階で確定される．アーキテクチャの
決定に際し，効率性を重視した機能配備が鍵となる．そこで第一のテーマは，ソ
フトウェア機能配備とする．「技術サービスを提供するシステム機能配備におい
て，いかにソフトウェアで処理する部分を決定するか」という問題に対し，コス
ト効率の観点でソフトウェア開発要否と開発方針の分析モデルを研究する．
次に，発注技術者は，設計・実装の段階で予算や開発期間の制約下でソフト
ウェア開発機能の選択に迫られる．そこで第二のテーマは，開発機能の選択とす
る．「見積合意の際，コストと品質と時間的制約に応じて候補から開発機能をい
かに選択するか」という問題に対し，ソフトウェアの発注技術者に向けた情報整
理，要求分析，および可視化の手法について研究する．
最後は構築したシステムを運用し，サービス開発と提供を通じて蓄積された
技術的なノウハウや情報を技術サービス提供者がいかにシステムに反映して業
務内容に即した改善を図るかが重要となる．そこで第三のテーマは，業務適合
性の測定とする．「開発した技術サービス支援ソフトウェアの評価を行い，シス
テムの改善目標をいかに策定するか」という品質設計へ反映させる評価方法の
問題に対し，技術者が認識する業務適合性に着目した測定モデルを研究する．
図1.3のに示した3つの研究テーマは，PDCA(Plan, Do, Check, Action)サイクルの
ように循環継続的なフレームワークとして考慮され続けるものである．本研究は，
「技術サービス提供者が技術蓄積によって獲得した強みをふまえて，ハードウェア・
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ソフトウェア・人材を組み合わせたサービスシステムをどう構築するべきか」と
いう問題に対し，技術サービスの事業，利害関係者，および業務支援ソフトウェ
アの特徴を踏まえて，解決策を見出す設計支援フレームワークの獲得を目指す．
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第2章 先行研究
2.1 ソフトウェア機能配備
第一のテーマでは，技術サービスのシステム開発を企画する際，ソフトウェア
に実装する機能配備をいかに行えば効率的であるかが問題となる．この問題に
対し，本章ではシステム構造を戦略的に設計するアーキテクチャやモジュール化
の関連研究 [13, 68, 93, 97, 101]を調査することによって，本研究で取り組むべき研
究課題を抽出する．専門的なコンサルティングサービスの開発と提供の業務に
用いられる技術サービス支援ソフトウェアは仕様変更の頻度が高い．その結果，
技術蓄積をモジュール化してシステムに反映できる効率性がアーキテクチャ評価
の鍵となる．このことに関して研究開発戦略や組織論を参考にすると，柔軟性
[30, 69, 86, 89, 95]が重要な概念としてあげられる．
柔軟性の定義は，製品開発，情報システム開発で様々に捉えられている．製品
開発では，製造の柔軟性を対象とし，柔軟性を事業環境の変動に適応した生産
対応力や，変更の増加に対応できる能力と捉えたもの [22, 42, 93]が多い，という
指摘がある [13]．情報システム開発ではSalmela et al.[84] が，ユーザ要求，事業プ
ロセス，企業組織の変化に対し，内外のコンピテンスを統合，構築，再構成する
能力と捉えている．Salmela et al.[84] は，集団組織の適応能力をFlexibility，個人
の変化への適応能力を Agilityという言葉でそれぞれ表現している．また，
Salmela et al.[84] はシステム機能開発と人的資源管理の施策に還元できる観点
で，「ITインフラ ([16, 29]など)」，「情報システム開発 ([6, 34, 35, 83, 87, 102]など)」，
「情報システム人材のプロフェッショナルスキルとコンピテンス ([14, 66]など) 」，
「情報システム組織の設計 ([19, 90, 94]など) 」の4つの研究潮流に焦点をあてて
文献調査を行っている．
本研究では，技術サービスにおける柔軟性を「事業プロセスの変化に適応し
てソリューション情報の品質と生産性を確保する情報システムの構築能力」と定
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表 2.1: 製造柔軟性 [22]と情報システム柔軟性 [34]
事 業 段 階 製 造 柔 軟 性 情 報 シ ス テ ム 柔 軟 性 類 似 点
開 発 戦 略 1．Modification flexibility 1．Flexibility to Use 1．改 良 開 発 が 主 体
（ 設 計 ） 2．New product flexibility 2．Flexibility to Change 2．新 規 開 発 が 主 体
3．Mixed flexibility 3．1．と 2．は 比 重 を 扱 う の で ，
Mixed flexibility が 含 ま れ る
運 用 1. 開 発 戦 略 に 合 わ せ た 1．開 発 し た シ ス テ ム で 実 行
（ 生 産 ） 生 産 実 行 2．開 発 せ ず マ ニュア ル 実 行
義し，この柔軟性を向上させる情報システムの構築戦略を柔軟性戦略と称する．
柔軟性戦略の種類は，製品製造の柔軟性 [22]と類似性がある．表2.1は事業段階で
この類似性をまとめたものである．表2.1の製造柔軟性にはDas[22]の研究をとり
あげている．他方の情報システム柔軟性にはGebauer and Schober[34]の研究をと
りあげている．
表 2.1の製造柔軟性 [22]における「1．Modification flexibility」は，既存製品の改
良や修正に対する対応力をさす．これは，情報システム柔軟性の「1．Flexibility
to use」と類似する．類似点は，どちらも既存の開発部分があり，その修正やカ
スタマイズの改良開発が主体となることである．「2．New product flexibility」は，
既存の製造設備で新しい製品や新しい部品の製造を可能にする設計能力である．
情報システム開発の「2．Flexibility to change」は，将来発生する事業環境の変化
に適応する設計変更への対応力をさす．類似点は，新規開発が主体で不確実性に
対応できる設計能力を表していることである．「3．Mix flexibility」は，既存製品
と新製品を混在させた多品種の製造能力をさす．これは，製品ミックスにあわせ
て製造ラインを調整できる能力として考慮される．運用段階について製造柔軟
性では，いずれかの開発戦略を1つ選ぶと，開発戦略に合わせた生産実行がなさ
れる．これに対して，情報システムの運用は開発を伴わない戦略，すなわちマ
ニュアル実行が存在する．また，情報システム柔軟性の開発戦略は，開発タスク
量の配分によって戦略比重の組み合わせを決定することを意味する．この組み
合わせ決定がMix flexibilityに類似していると解釈できる．
情報システム開発の柔軟性戦略を分析するフレームワークは，事業環境，既
存システム，あるいはプロジェクトの条件等から，ある基準に従い柔軟性向上の
戦略選択を行うものが多い ([35, 102]など)．Wagner et al.[102]は，柔軟性の分類を
「対象 (object)」と「種類(kind)」で整理し，「対象」の例には，製造の柔軟性，プロ
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表 2.2: システム機能配備と柔軟性戦略の先行研究
著 者 選 択 の 入 力 条 件 戦 略 の 選 択 肢 選 択 影 響 補 足 説 明
Miller, 製 品 ラ イ フ サ イ ク ル ， B, C Q, D, FP 改 良 製 品 と 新 規 製 品
and Roth[69] 営 業 力 ，設 計 力 の 製 造 柔 軟 性 に 関 す る
な ど 条 件 項 目 の 抽 出
Suarez et al.[93] 生 産 量 の 変 動 B Q, C，D 改 良 製 品 と 新 規 製 品 の
企 業 の 事 業 環 境 製 造 柔 軟 性 に 関 す る
プ ロ セ ス 条 件 分 析
Das[22] 購 買 力 B Q，C，FP 改 良 製 品 と 新 規 製 品 の
生 産 技 術 力 製 造 柔 軟 性 に 関 す る
プ ロ セ ス 条 件 分 析
Mikkola, モ ジュー ル の C DI 製 品 機 能 の モ ジュー ル 度 を
and Gassmann[68] 結 合 度 数 式 モ デ ル で 評 価 し ，
標 準 化 す る 部 品 や
イ ン タ フェー ス を 決 定
Ulrich[97] イ ン タ ー フェー ス 仕 様 B DI 製 品 機 能 の ア ー キ テ ク チャ
生 産 プ ロ セ ス な ど 分 類 と 標 準 化 す る 部 品 と
イ ン タ ー フェー ス 仕 様 策 定
Voss, モ ジュー ル の B 　 DI サ ー ビ ス 機 能 の
and Hsuan[101] 結 合 度 モ ジュー ル 度 を 数 式 モ デ ル
で 評 価 し ，標 準 化 す る
プ ロ セ ス を 決 定
Gebauer, 事 業 プ ロ セ ス A, B C シ ス テ ム 柔 軟 性 を
and Schober[34] 考 慮 し た ア ー キ テ ク チャの
経 済 性 評 価
Schober, 事 業 プ ロ セ ス 　 A, B C 　 Gebauer and Schober の
and Gebauer[87] シ ス テ ム 特 性 シ ミュレ ー ション 評 価
Gebauer, 事 業 プ ロ セ ス A, B, C C Gebauer and Schober の
and Lee[35] プ ロ ジェク ト 特 性 ERP（ 電 子 購 買 ）シ ス テ ム
の 事 例 研 究
表 2.2 の ア ル ファベット，略 号 の 凡 例
戦 略 の 選 択 肢 　 A：開 発 要 否 ，B：開 発 指 針 ，C：運 用 指 針/製 造 指 針
選 択 影 響（ 選 択 基 準 ）　 Q：品 質 ，C：コ ス ト，FP：財 務 成 果 ，D：工 数 ，開 発 期 間（ 納 期 ），DI：開 発 ア イ テ ム
セス柔軟性，情報システム開発プロジェクトの柔軟性などをあげており，「種類」
の例には，戦略柔軟性，オペレーション柔軟性，スコープ柔軟性などをあげてい
る．また，Wagner et al.[102]は，柔軟性戦略の選択を入出力を伴う機能として捉
えている．入力には事業環境，既存システムの特性を扱い，出力には現状システ
ムと柔軟性を満たした目標システムとの差分を解消する開発項目を扱っている．
製品開発と情報システム開発の先行研究において，表2.2は戦略選択の入力条件
と選択肢，および出力に相当する選択影響を整理した結果である．
表2.2のMiller, and Roth[69]は，柔軟性をコストと開発期間を抑えて顧客の多様
なニーズに応える新製品を創出できる組織能力と捉え，戦略選択を設計変更へ
の柔軟性に関して考慮している．Miller, and Roth[69]があげた11個の競争能力の
うち，製品ライフサイクル，営業力などは入力条件とみなせる．また，他の競争
能力のうち，品質，コスト，開発期間などは，戦略選択の影響，すなわち出力と
みなせる．この研究[69]は，組織の戦略分類をクラスター分析で行う方法を提案し，
3つのクラスターに分類できることを報告している．Suarez et al.[93]は，生産量
の柔軟性 (volume flexibility)について生産量の変動を摂動関数で表現するモデル
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を提案している．これに対しDas[22]は，購買力や生産技術力を入力条件として，
戦略の選択肢と選択肢が及ぼす影響を分析する構造方程式モデルを提案している．
ソフトウェア実装の観点からの開発戦略は，標準化とインタフェースを扱う開発
マネジメントの研究 [68, 97, 101]からも検討される．生産量の柔軟性においては，
プロセスにおけるタスクの変動や集中度を評価する．表2.2に示す製品開発の事例
を扱ったMikkola, and Gassman[68]と，Voss, and Husan[101]は，モジュール化の開発
戦略を分析する際，独立性を表す結合度という概念を扱っている．これらの研究
[68, 101]は，プロセスの変動性や集中度を正規分布で表現しており，正規分布の
標準偏差を結合度として扱っている．ERPシステムや業務システムなどの情報
システム開発を事例とする研究 [34, 87]は，プロセスの集中度を同様に扱ってい
るが，ローレンツ曲線を用いて開発コストを評価しているところに特徴がある．
表2.2に示す情報システムの柔軟性戦略を分析するGebauer, and Schober[34]は，
技術力に関する考慮が欠如している．特に技術力が重視される事業は，提供者の技
術蓄積や認識する技術難易度をふまえた分析を必要とする．この技術難易度に
依存した必要最小のタスク量が，成果物の生産性にも影響する．製品開発の事
例研究では，技術蓄積や利用の蓄積が設計に影響を及ぼす要因として「dominant
design（ドミナント デザイン）[3, 32, 98]」と呼ばれる概念が存在する．ドミナン
ト デザインは，製品設計と生産の柔軟性向上を検討する場面で重視されている．
これに対し，情報システム開発 [34]の事例研究 [35]は，技術蓄積に関連する概念
として成熟度 (maturity)を扱い，一括で機能実装を行うか，段階的に実装するか
といった実装戦略のガイドラインをインタビュー調査に基づき提案している．
しかしながら，Gebauer, and Lee[35]を含めて表 2.2に示される先行研究は，開
発実施を前提としていて，開発すべきか否かの分析を精緻化するものとは異な
る．さらに技術蓄積について，定量的な分析方法が提示されていないため，これ
らの研究にはコスト影響を分析する際に課題がある．技術蓄積の未考慮は，先
進的な技術を扱う技術サービスでシステム開発コストを不適切に評価し，運用
段階でのコスト効率化の機会損失を招く懸念がある．コストの適切な評価には，
技術蓄積に応じて確保できる品質を反映することが必要とされる．
提供内容の専門性が高度化するとともに，技術サービス提供者はコストの効率
化を追求する必要に迫られる．行政サービス [75]等においても業務やコストの効率
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化の議論がなされているように，特に情報通信技術に関わる業界は，技術変化が早
いだけでなく，コスト競争も激しい．モノづくりとサービスを組み合わせた事業を
展開していく企業は，自社の技術レベルにあわせた開発と運用のコスト構造に
配慮した戦略を重視するため，柔軟性分析においてもコスト構造に配慮すべき
である．柔軟性戦略を考慮する際にコストを基準とする分析フレームワークは，
多く検討されている ([22, 34, 59, 63, 69, 87, 90]など）．これらの中には，情報シス
テムの柔軟性戦略を決定木やリアルオプション ([59, 87]) で分析するものがある．
技術サービスの提供には，顧客の要求に対して柔軟に変更できる生産能力が
必要となる．提供システムのアーキテクチャを決定するには，ソフトウェア，ま
たはハードウェアの開発，あるいは人的作業による実行といった開発戦略の選択
と技術評価が重要となる．アーキテクチャ決定の際に，タスク特性やプロセス特
性の分析が必要になる．この分析を通じて一定の品質を確保して生産性を高め
るために技術サービス支援ソフトウェアを開発するべきかが検討される．プロ
セス特性の分析において，技術力が重視される事業では，タスク量の変動や集
中度の影響が組織の技術蓄積に依存することを考慮する必要がある．この技術
蓄積は，技術サービス提供者の認識する技術難易度を意味する．技術難易度に
応じた開発と提供に必要なタスク量は，品質確保の生産性に影響する．従って，
システムの柔軟性研究を技術サービスに適用するには，提供組織の技術難易度
と品質の生産性を加味した分析モデルが必要になる．効率的な機能配備に配慮
した開発の意思決定には，経済性評価を伴いタスク量の変動を扱う分析モデル
を必要とする．しかしながら，情報システムやサービスのモジュールの結合度を
評価するVoss, and Hsuan[101]や機能分析的なアプローチで評価するWagner et
al.[102]は，開発項目に評価結果を還元する研究であり，プロジェクトコストの経
済性評価を考慮していない．
本研究では，経済性や経営指標への影響を考慮する製造の柔軟性を高める開
発戦略 [22, 69, 93]と同様に，サービスの事業プロセスに対し情報システムの柔軟
性を戦略分析する研究 Gebauer, and Schober[34] を参考にする．Gebauer, and
Schober[34]は，システム柔軟性分析の入力条件に事業環境を考慮する事業プロ
セス特性扱い，柔軟性戦略への影響とコスト効率性を分析している．また，事例
研究Gebauer, and Lee[35]は，システム柔軟性分析の入力について既存システムや
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開発プロジェクトの特性を扱っており，コスト効率性を出力とした柔軟性戦略の
影響分析に基づき開発要否と開発指針を決定するフレームワークを提案してい
る．Gebauer, and Schober[34]の理論モデルは，事業プロセスについて，確実性，
集中度，および時間の深刻度を扱い，戦略がコストに及ぼす影響分析を開発と
提供の 2段階で考慮できる利点をもつ．
ソフトウェア機能配備の研究目的は，技術サービス提供者が，事業プロセスの
変化に対するシステム柔軟性を高める戦略決定を支援する分析モデルの提案と
する．これまでに述べた先行研究の調査から，技術サービスにおける情報シス
テムの柔軟性戦略の分析アプローチは，Gebauer and Lee[35]のプロジェクト特性
を踏まえて，Gebauer and Schober[34]の理論モデルを技術サービスの適用へ拡張
する方針を採用する．技術サービスへの適用では，開発要否の考慮が重視され
る．さらに，柔軟性戦略の分析モデルには技術難易度を考慮する．
ソフトウェア機能配備の研究に期待される貢献は，理論モデル [34]を技術サー
ビスへ適用するために，概念的な分析にとどまっている事例研究 [35]のプロジェ
クト特性を定量的に分析できるモデルに進展させることである．さらに進展さ
せたモデルが，コスト効率性に基づく開発要否の精緻な配分決定を可能にする
貢献が期待される．また技術サービスへの適用に関して，複数のコスト事例に
基づく理論モデルの検証報告が期待される．
2.2 開発機能の選択
第二のテーマは，コスト，品質，時間的制約の条件において見積合意に向けた
開発機能をいかに選択するかが問題となる．この問題に対するアプローチは，
開発利害関係者それぞれの視点から考えられる．一つは，経営者視点で投資評
価法 [7, 78]を適用するアプローチである．また，経営者より現場に近い開発受託
の技術者や営業担当者の視点では，費用対効果を分析するアプローチがある．
このアプローチに関しては，QFD(品質機能展開 [1])を開発企画や戦略検討の事
例に適用したものが多く議論されており [52, 57]，QFDのサーベイ論文 [17]に整理
されている．その他に発注者視点では，Ho et al.[41]が購買担当者の業者選定に
QFDを適用するアプローチを整理している．Ho et al.[41]の開発者視点で研究さ
れたQFDアプローチの限界について，「効率的なサプライヤが効果的なサプライ
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ヤであるか？」と問題提起したコメントは参考になる．この問題提起は，開発者
視点では開発の効率性が重視されやすいことに対し，顧客視点では費用対効果
が重視される背景を適切にとらえた現れである．
開発機能の選択に関する研究対象は，事業部内にいる発注技術者の意思決定
であるため，経営上の投資判断に用いられる財務指標 [7, 78]よりも，サプライヤ
選定や開発企画の便益費用分析の情報を活用する機会の方が多いと考えられる．
また，技術サービス支援ソフトウェアの発注者は，要求間と機能間の依存関係を
考慮し，簡便な表などを作成して管理する必要がある．要求整理の仕組みには，
コストとともに納期，あるいはソフトウェア機能の提供時期に関するニーズを
反映できる必要がある．
Herzwurm, and Schockert[40]は，ソフトウェア工学での見積手法やモデリング技
法は，開発者側が習得しやすく有益な情報を得られるが，発注者はそれを習得する
ことに積極的ではないため，開発者と顧客間にコミュニケーションの齟齬が生じ
やすいことを指摘している．また，Herzwurm, and Schockert[40]はソフトウェア機
能や構成要素に展開する実現検討の難しさは，要求間や機能間の依存性が複雑
であることの認識不足に起因すると指摘している．そこで，本章では開発機能
の選択について，要求と機能の構造や依存性を表現することに適するQFD，お
よびその関連手法 [17, 41]を調査し，整理する情報と選択方法の要件を整理する．
一般的にQFDは，要求品質に対する機能の二元表を扱い，それぞれを他の情
報と関連づけて展開表を作成して開発情報を整理する．機能選択の際，主な考
慮事項は，整理する情報と，重要度に基づく開発優先度を決定する算出方法と，
可視化する算出結果の情報があげられる．作成管理する情報の項目は，要求品
質，機能，コスト，納期に関するものがあげられる．発注側の視点で機能選択を
行うには，仕様調整や納期調整などにより，変更が生じたときの影響を迅速に把
握できる必要がある．また，技術側の開発企画にある品質を評価し向上させた
だけでは，発注者には不十分であり，コストと時期についての評価をあわせて行
うことが必要である．したがって，いくつかの二元表を作成する際，これらの情
報が網羅されている必要がある．
さらに，開発機能の選択に関する研究では費用便益分析において，要求品質，
コスト（価格），入手時期，を同時に考慮し，これらを変更（調整）したときの
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表 2.3: 機能選択に関する先行研究
著 者 整 理 す る 情 報 優 先 度 の 計 算 可 視 化 補 足 説 明 　
大 森 [73, 74] C D D ソ フ ト ウェア QFD の 理 論 構 築 　 　 　
Case：業 務 ア プ リ ケ ー ション を 想 定
秋 庭 [2] B A B 満 足 度 貢 献 と 所 要 コ ス ト に 基 づ く
機 能 選 択
Case：洗 濯 機 ，冷 蔵 庫
Karlsson, B B B 優 先 度 ア ル ゴ リ ズ ム の 比 較 研 究
and Ryan[56] 　 Case：無 線 監 視 シ ス テ ム ，
Davis[24, 25] A B C 開 発 期 間 に 対 す る 信 頼 性 の 達 成 確 率
に 基 づ く 機 能 選 択（ 要 求 の ト リ ア ー ジ ）
Case：開 発 プ ロ ジェク ト の リ リ ー ス 計 画
Herzwurm, C D D ソ フ ト ウェア QFD の テ ン プ レ ー ト 提 案
and Schokert[40] 　 　 Case：企 業 情 報 シ ス テ ム（SAP R/3Diary）
水 山 [70] B C C 線 形 計 画 法 を 用 い た 製 品 差 別 化 戦 略
Case：仮 想 的 な 洗 濯 機 の 事 例 デ ー タ
太 田 ，古 賀 [77] C D D 顧 客 と 企 業 の 合 意 形 成 の た め の
ファジィQFD
　 Case：洗 濯 機 の ア ン ケ ー ト 調 査
Delice, B C C 狩 野 モ デ ル を 用 い た 製 品 企 画
and Gungor[26] 　 Case：PC ディス プ レ イ の サ イ ズ 検 討 　 　 　
Juan et al.[52] B C C ファジィQFD を 用 い た 業 者 選 定
　 　 Case：住 宅 改 装 工 事 の 施 工 業 者 選 定
表 2.4: 表 2.3の評価基準
整 理 す る 情 報 優 先 度 の 計 算 可 視 化
A：要 求 品 質 ，機 能 ，コ ス ト の 関 連 ， A：手 法 の 理 解 が 簡 単 で 以 下 の 4 つ の 項 目 に つ い て
要 求 品 質 の 重 要 度 （ 必 要 性 と 適 時 性 ） 表 計 算 ソ フ ト の み で 対 応 可 能 ・コ ス ト に 対 す る 充 足 度（ 満 足 度 ）
・充 足 度 の 要 求 品 質 構 造
B：要 求 品 質 ，機 能 ，コ ス ト の 関 連 ， B：手 法 の 理 解 に 時 間 を 要 す る が ， ・重 要 度 の 変 更 に 伴 う 充 足 度 変 化
要 求 品 質 の 重 要 度（ 必 要 性 ） 表 計 算 ソ フ ト の み で 対 応 可 能 ・要 求 品 質 の 達 成 度
C：要 求 品 質 と 機 能 の 関 連 ， C：手 法 を 適 用 す る た め の ソ フ ト A：4 つ す べ て の 要 素 に 対 応
要 求 品 質 の 重 要 度（ 必 要 性 ） （ ソ ル バ ー ）が 必 要 B：2 つ ，ま た は 3 つ の 要 素 に 対 応
C：1 つ の 要 素 に 対 応
D：実 施 し な い D：未 対 応
影響を即時的に可視化できること，開発コストの上昇要因を把握できること，
手法適用の負荷が少ないことを念頭に先行研究を調査する．表2.3は，QFDやそ
の関連手法の先行研究をまとめたものである．また表2.4は，表2.3に記載される
AからDの記号の評価基準を示す．
整理する情報に関して表2.3のいずれの研究でも，要求品質に対する機能，ある
いは設計品質の関連を扱っている．表2.3の中でコストと納期（機能入手の適時性）
を扱える研究は，いくつかに絞られる [2, 24, 56]．秋庭 [2]は，要求品質ごとの重要
度評価に期待得点を用い，総期待得点に対する割合を「重視割合」としている．
また，秋庭[2]は開発後の物理的な仕様特性値の改善を比で表現し，これを「機能向
上係数」と呼んでいる．開発実施による充足度は，各要求品質における重視割合
と機能向上の積の総和として扱っている．Karlsson, and Ryan[56]は，秋庭 [2]と同
様の整理する情報の項目を扱い，後述する優先度決定の手法比較を行っている．
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Davis[24]は，開発者視点で品質を確保できる所要工数とコストの関係を整理し
ている．発注者視点では，高い重要度の要求品質をどれだけ充足するかを整理
できることが，重要である．Juan et al.[52]は発注者の視点でQFDを適用してい
るが，入手時期の考慮に不足がある．開発機能の選択に関する研究では，要求分
析の際に技術変化が激しい事業環境であるという情報通信業界の特徴を考慮す
る．表 2.3において要求品質の重要度評価の重みづけ方法を精緻化した研究
[26, 70, 77]は存在するが，これらの研究は，機能の入手時期に関する重要度を明
示していない．開発機能の選択を考慮する際に，前述のガイドライン [38]や
Firesmith[31]は機能の入手時期を考慮する必要性を指摘している．しかしなが
ら，これらは機能の入手時期に関する重要度を数値化して扱っていない．開発機
能の選択手法では，時期に関する重要度の定量的に評価値を考慮する．
重要度に基づく開発優先度を決定する算出方法を精緻化している研究は，
QFDと他の手法の組み合わせ領域の研究に分類される [17]．品質の重要度評価を
精緻化するために，ファジィ理論や狩野モデルのような数量化手法 [26, 55, 70, 77]
が提案されている．さらに，優先度決定のアルゴリズムには，AHP（階層化意思
決定法）[56]や線形計画法を用いた手法 [26]が提案されている ．また，ソフト
ウェア要求工学の分野でこの優先度に関する研究は，医療用語の「トリアージ」
という言葉を用いて「要求のトリアージ」と称されている [24, 31]．
Karlsson, and Ryan[56]は，AHPの他にbinary serchやbubble sortのような探索ア
ルゴリズムにより優先順位を並べ替える方法など16種類のアルゴリズムの比較研
究を行っている．Davis[24]は企画した機能の実装完了について，時期に対する達
成確率と開発完了時期に対する累積コストを求めている．このフレームワーク
では，機能と開発工数の視点から開発すべき機能選択を行うため，機能とコストの
関係は明示されている．しかしながら，特にDavis[24]では信頼性のみを品質とし
て扱っているため，重要視された要求品質の充足度を把握することが難しい．発
注者が機能選択を考慮する際，コストや時期を調整できない課題が生じやすい．
QFDにおけるボトルネック技術 [1]は，秋庭 [2]の技術難易度に相当する．発注
者視点で考える場合には，これを参考にして要求品質に対する機能の充足度を
考慮する必要がある．実際のコストが上昇する要因は，技術難易度だけではな
い可能性もある．発注者にとっては，機能構成に依存したコスト構造を把握で
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き，交渉や調整を図れることが重要となる．開発機能の選択手法は，要求品質と
機能をグループ化して扱う．さらに提案手法は，グループに共通な機能，あるい
は個別の機能が要求品質を充足する程度を充足度と定義し，定量的に評価でき
るように配慮する．
表2.3に示す先行研究の可視化方法は，表の数値として確認できるものと，費
用に対する充足度，あるいは満足度を2軸としたグラフで表現するものが多い．
品質と開発リリース時期，コスト（価格）のどれを重視するかは，それぞれの利
害関係者の見解によって異なる．先行研究における可視化の課題は，発注者視点
で，コストや重要度評価の変更を費用便益に即時反映できないことである．そ
の結果，先行研究の提案手法は，頻繁な仕様変更の調整による影響を可視化で
きない懸念がある．
提案手法では，コスト競争が激しい情報通信業界の特徴を踏まえて，費用便
益分析の観点で機能選択を行うことに配慮する．従って提案手法は，要求品質を
満たす機能配備に応じたコストを可視化する．さらに提案手法は，技術サービ
スの要求品質を複数の機能群にまたがる共通な要求品質と機能群に個別な要求
品質でグループ化して整理でき，充足度を可視化できることにも配慮する．
これらの配慮を要件とした機能選択の手法提案による本研究の貢献は，以下の
ことが期待される．第一は，従来開発者が顧客志向の製品企画を行うアプローチが
多いQFD研究において，発注者が活用するフレームワークを構築する成果である．
さらに，技術サービスの事例報告がQFD研究の発展につながると期待される．
第二は，優先度計算処理など要求分析の負荷が少なく，重要度の変更を即時的に
反映して可視化でき，コスト上昇要因の把握を可能にする実践的な貢献である．
2.3 業務適合性の測定
第三のテーマには，技術者が認識する業務適合性に着目し，いかに開発した
技術サービス支援ソフトウェアの評価を行ってシステムの改善目標を策定するか
が問題となる．この問題に対し本研究は，情報システム（IS）のユーザ評価に関
する研究（表2.5）を調査する．本章では，先行研究の測定モデルの構成要素と
要素間の関係に着目し，業務適合性との影響関係を分析するモデル構築につい
て，要件を整理する．
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表 2.5: 情報システム（IS）のユーザ評価
研 究 領 域 意 思 決 定 向 け IS IS 導 入 IS の 技 術 受 容 IS 開 発 の 成 功 要 因 　
品 質 評 価 の 背 景 導 入 プ ロ セ ス 利 用 者 の 経 験 ， 性 別 ， 利 用 者 の 所 属・肩 書
年 齢 ，所 属 組 織 の ソ フ ト ウェア タ イ プ
　 社 会 的 な 影 響
プ ロ セ ス ／ デ ー タ 品 質 シ ス テ ム 品 質 情 報 品 質
ソ フ ト ウェア 品 質 （ 使 い 勝 手 ，利 便 性 ） シ ス テ ム 品 質
　
プ ロ セ ス ／ 意 思 決 定 導 入 影 響 利 用 意 図 を 通 じ た 個 人 あ る い は 組 織 へ の
ソ フ ト ウェア 処 理 へ の 影 響 利 用 行 動 へ の 影 響 成 果 影 響
品 質 影 響 　
関 連 研 究 Barkin Lucas[65] Davis[23] DeLone
and Dickson[12] Hartwick Vnekatesh[99] and MckLean[27]
Yuthas and Barki[39] Goodhue
and Young[103] and Thompson[37]
Burton-Jones, and Andrew[15] を も と に 筆 者 作 成
表 2.5の整理は，Burton-Jones, and Andrew[15]を参考にしている．測定モデル
は，測定指標（[8]など）と，その指標による構成概念を構成要素とし，要素間の
関係性を表現している．Burton-Jones, and Andrew[15]に従うと表 2.5に示す関連
研究は，意思決定のための情報システム ([12, 103]など)，情報システムの導入
([39, 65]など)，情報システムの技術受容（[23, 99, 100]など），情報システムの開
発成功要因（[27, 37, 44]など）の 4つの研究領域に分類される．
これら4つの領域に関して情報システムのユーザ評価は，利用者の背景，ソフ
トウェア品質，ソフトウェア品質影響の連鎖関係で整理される．これらの中で品
質影響に着目した研究領域には，情報システムの技術受容と情報システム開発
の成功要因がある．情報システムの技術受容は，システムを導入するきっかけと
利用行動意図を通じて利用行動につながるマーケティング視点の研究領域であ
る．情報システム開発の成功要因は，個人や組織の成果影響を分析し，開発戦略
や設計に得られた知見を反映させる研究領域である．これら2つの領域は，ソフ
トウェア品質について情報品質とシステム品質を扱っている．情報品質は機能的
な品質を扱い，システム品質は非機能的な品質を扱っている．
成果影響を考察する開発の成功要因の研究 [27, 28]には，さまざまな実証研究
（[37, 44, 61, 81]など）が紹介されている [80]．また，業務適合性に関連した「業務
と技術の適合（Task-Technology Fit）」の概念に関する研究 [37]も，この領域に属
する．表2.6は，情報システムの技術受容と情報システム開発の成功要因の領域
に関するサーベイ論文 [62, 80]を参考に，ソフトウェア品質の利用行動への影響
分析に関する研究の調査結果を示している．
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表 2.6: ソフトウェア品質の利用行動への影響分析に関する研究
著者 利用者の背景 品質評価 品質影響 補足説明
DeLone, IQ, SQ IP, OP 定型性と業務横断性で
and MckLean[27, 28] 分類する業務分析
Goodhu, JT IQ , SQ IP task technology fit研究で
and Thompson[37] ソフトウェア品質と
業務適合性を同一視
ISO/IEC 9126[46] IQ(機能的) IP, S 国際標準規格
SQ(非機能的) ソフトウェア品質と
利用時の品質を規定
Iivari[44] IQ, SQ IP 品質と個人の成果影響
を因子相関で分析
Venkatesh, O SQ D, F, I 技術受容（導入）
and Bara[100] （組織の社会 (使い勝手， を態度，行動の指標で
要因など） 利便性） 分析
利用者の背景：JT（役職），TR（役割認識），組織（O）
品質評価：IQ（情報品質），SQ（システム品質）
品質影響：D（利用期間），F（利用頻度），I（利用意図），IP（個人の成果），OP（組織の成果），S（満足度）
表2.6のDeLone, and MckLean[27, 28]とVenkatesh, and Bara [100]は，いずれもシス
テム品質と情報品質を認識して利用行動を通じた影響を測定する．また，Goodhue
and Thompson[37]は，ソフトウェアの品質と品質影響を区別しない「業務と技術
の適合（Task-Technology Fit）」の概念を用いた測定モデルを提案している．
ソフトウェア品質に関する国際規格について本研究では，ISO/IEC 9126[46]を
中心に考慮する．この規格 [46]では，中間製品（モデル，文書，ソースコード等）
の品質を内部品質とし，外部の視点から見たソフトウェア製品の品質を外部品質と
している．また，ISO/IEC 9126[46]は，ソフトウェア品質影響に関連してソフト
ウェアが特定の環境で利用されるときの「利用時の品質」を規定している．利用時
の品質には，生産性，有効性，安全性，満足性がある．ISO/IEC 9126[46]の発展
規格として，ISO/IEC 25010[48]がある．ISO/IEC 25010[48]は，ISO/IEC 9126[46]
にソフトウェア製品評価（ISO/IEC 14598[45]）を統合して改善・強化したもので
ある．発展経緯の指針の詳細については，ISO/IEC 25000[47]のSQuaRE(Software
product Quality Requirements and Evaluation)の指針において述べられている．個
人と組織の双方の成果影響を分析するDeLone, and MckLean[27, 28]の提案モデル
に対し，Iivari[44]は個人の成果影響に特化して因子相関を分析する測定モデルを
提案し，DeLone, and MckLeanモデル [27, 28]の検証を行っている．
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技術サービス支援ソフトウェアの品質評価では，技術開発あるいは客先対応で
あるかの役割意識によって技術者のニーズが変化する．しかも役割を兼務する
技術者が多いため，測定モデルには，事業プロセスの段階に応じて複雑な利用
者の背景を捉えることが要求される．しかしながら，先行研究 [37, 49, 50, 80]は，
利用者個人の役割よりも，部署名や役職といった組織に関連する情報を業務特
性として扱っている．先行研究の業務特性は，異なる企業間で組織名や役職の内
容を整合させる必要が生じる．また，組織名や役職が役割や業務内容に即して
いるとは限らないため，技術サービス支援ソフトウェア品質の重要性を的確に
把握しにくい課題がある．従って，単純に部署名などで測定した結果は，業務適
合性を改善させるための活用において誤った結論を導く懸念がある．
技術サービス提供者の組織規模は大きくないことから，分析可能な測定モデ
ル構築には，大規模になりすぎることを避けつつ，利用者の背景と品質評価，お
よび業務適合性への連鎖影響を簡潔に模擬することが鍵となる．このことを踏
まえて技術サービス支援ソフトウェア品質評価には，先行研究 [8, 37, 44, 46]の測
定変数が，技術サービスの事業と業務支援ソフトウェアの特徴に合わせて用い
られる必要がある．具体的には，ソフトウェア品質の内部・外部の品質を利用者
である技術サービスに従事する技術者が評価することである．
表2.6に示す先行研究は，業務遂行の結果に焦点が当てられている．技術サー
ビスにおいては，業務プロセスに焦点をあてた利用者評価が重要になる．ソフ
トウェアを利用して提供する専門サービスの成果影響を品質の側面で考慮する
と，技術サービスの業務適合性は，開発と提供の事業プロセスをふまえた専門
サービスの品質評価 [33]と捉えることができる．ところで表2.6の先行研究は，ソ
フトウェア利用者，あるいはソフトウェアを利用するサービスシステムの運用者
を顧客に想定しており，ソフトウェア利用者にとっての顧客を定義したものでは
ない．業務適合性を考慮する際，技術サービス提供者の利害関係者をふまえた
測定指標が必要とされる．この測定指標の一つには，サービスを提供する技術
者が顧客とのかかわりを通じて認識する自己効力感が考えられる．
表2.6に示す先行研究を踏まえて，業務適合性との影響関係を分析する測定モ
デル構築には，以下の要件があげられる．第一は，技術者が技術サービス支援ソ
フトウェアを利用するときの役割を考慮することである．第二は，技術サービス
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支援ソフトウェア品質の測定変数には，先行研究にある指標から技術サービス
の事業とソフトウェアの特徴に特化したものを設定することである．第三は，業
務適合性の測定変数には，顧客を通じて認識される自己効力感を含めて業務プ
ロセスに焦点をあてた利用者評価を行えることである．これらの要件を満たす
業務適合性の測定モデルの提案と，技術サービス支援ソフトウェアへの適用事
例を報告することで，本研究がTask-Technology Fit研究におけるモデルの精緻化
に貢献すると期待される．また，技術サービスの事業領域に特化したソフトウェ
ア品質を扱うことにより，品質設計に有益な知見の獲得が期待される．さらに，
本研究はモデルを簡素化する図る努力を払い，技術サービス提供者において活
用のしやすさにつながる貢献が期待される．
2.4 本研究の位置づけと期待される貢献
本研究は，技術サービス提供のシステム構築における3つのテーマに対し，情
報システム科学や経営工学を中心とするシステム設計と開発管理の学術領域を
対象とする．本研究は，既存の理論を技術サービスのシステム開発における問
題へ応用した事例研究に位置づけられる．従って，研究成果としては，技術サー
ビスの事例分析を通じて理論の精緻化に向けた問題提起と，事例に適用した理
論の検証報告が期待される．また研究アプローチは，技術者の現場に適用する
ことを想定して，仮説検証型の定量分析の方法を採用する．
ソフトウェア機能配備のテーマに関する貢献は，情報システム柔軟性を高める開
発戦略とそのコスト影響を模擬した理論モデルを技術サービスへの適用に向けて
精緻化することがあげられる．また，技術サービスの利害関係者から生じる要求に
柔軟に対応できるシステム企画の際，本研究の貢献は，開発要否を考慮して事業プ
ロセス柔軟性を高める開発戦略の指針を示す分析ツールを提供することである．
開発機能の選択のテーマでは，発注者が活用するQFD関連手法の開発が，本
研究の成果となる．QFD関連研究に対する本研究の貢献は，発注者が活用する
ための問題提起と，技術サービス支援ソフトウェアの開発発注という事例報告
である．ソフトウェアのQFDは様々な学術領域で扱われており，本テーマの取り
組みは，実践的にも学術的にも幅広い貢献が期待される．
業務適合性の測定のテーマでは，開発者側から捉えられてきた品質設計と利
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用評価の方法を発注者や利用者観点で再構成する．特に利用者の役割認識に着
目した点には新規性がある．提案する測定モデルは，ソフトウェア発注者が品質
設計を行うツールとして貢献することが期待される．さらに，本研究で提案す
る開発機能の選択方法と業務適合性の測定モデルの活用は，開発者と発注者と
の協調開発ツールとなることが期待される
本研究は，技術サービス支援ソフトウェア開発の企画と実施評価について，一
連の方法を提供する．この一連の方法は，様々な事業段階に対応可能な戦略検討
と設計支援のフレームワークとなりえる．本研究は，戦略的にソフトウェア開発
へ反映させる事例研究により，一貫した技術蓄積とサービスシステム構築を行っ
ていける設計支援フレームワークの獲得を目指す．
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第3章 技術サービスにおけるソフトウェア
機能配備の開発戦略と費用対効果
3.1 プロセス柔軟性とソフトウェア機能配備の研究背景
技術サービスの事業プロセスには，開発と提供の2つのプロセスがある．プロ
セスはいくつかのタスクから構成される．技術サービスの開発では，測定，集
計，シミュレーション，解析，および報告書作成のタスクに必要な要素技術を確
立させる．技術サービスの提供では，報告書を作成し，顧客に対して情報提供や
コンサルティングを行う．技術サービス提供者は，開発と提供のプロセスにおい
て，業務支援ソフトウェアを開発することにより，サービス開発の効率性とサー
ビス提供の生産性の向上を図る．本研究では，このソフトウェアを技術サービス
支援ソフトウェアと称する．ソフトウェア機能配備の研究では，技術サービス支
援ソフトウェアを活用した技術情報の生産システムを対象とする．また，技術
サービス支援ソフトウェアの利用者である技術者が対象システムの開発企画と
運用管理を行う．
技術サービスの種別には，設計のサービスと，測定・解析のサービスがある．
設計のサービスでは，顧客が設備投資計画を策定するために，設備の必要量を
提案する．測定・解析のサービスでは，投資効果の確認や設備の運用品質を向上
させる技術課題と施策の提案を行う．例えば，無線通信業界において，技術サー
ビス提供者である通信機器製造業者は，顧客の通信事業者がネットワークイン
フラを構築する際，技術サービスを提供する．この例における設計のサービス
は，設備投資を計画するための基地局台数検討を行う置局設計である．また，測
定・解析のサービスは，投資効果や運用上の技術課題を把握するために，通信品
質の測定とそれらの結果を解析するエリア解析である．
近年，事業環境の変化や技術変化が急速になっており，技術サービス提供者に
は，外部環境，顧客要求，および内部リソースの変化に適応できるシステム構築
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戦略を考慮し，競争優位を確立する動機がある．特に，技術変化が早くコスト競
争が激しい業界では，新たな技術力を獲得しながら変化に適応できるシステム
実現に効率性を重視する．また事業プロセスの条件から技術サービス提供者に
は，技術サービス支援ソフトウェア開発の要否，あるいは開発実施の条件を明確
にすることが重要課題となる．さらに開発実施の場合，技術サービス提供者に
は，新技術への拡張性や設計変更への対応力を重視するか，カスタマイズ能力
を重視するか，といった開発戦略の決定も課題となる．
本章の研究目的は，情報システムのプロセス柔軟性を高めるために，技術
サービス提供者がコスト効率の良い戦略を決定できるモデルを提供することで
ある．本章では，技術サービスにおける情報システムの柔軟性戦略について，先
行研究の調査から分析アプローチを明確化する．本章では，コスト効率の観点
で開発戦略を決定する理論研究をもとに拡張モデルを提案する．提案するモデ
ルは，技術サービスへの適用に向けて，提供者における技術難易度を導入し，開
発の変動コストに関する従来の式を拡張している．提案モデルの分析は，事業
プロセスと技術難易度の特性に応じて，システム開発要否を決定する．さらに，
提案モデルは「利用パターンへの柔軟性」，または「設計変更への柔軟性」のど
ちらを重視するかについての開発戦略を決定することにも有用である．提案モ
デルの有効性を確認するために，技術サービスのプロジェクトコスト事例に適
用し，柔軟性戦略を分析する．技術難易度を考慮した提案モデルの分析を通じ
て，提案モデルがコスト効率のよい開発戦略におけるシステム開発要否の比重
を精緻に説明できることを示す．
3.2 柔軟性の定義と分析アプローチ
柔軟性の定義は製品開発，情報システム開発に関連する様々な研究領域で考慮
されている．オペレーション管理の分野 ([22, 42, 93]など)でBernardesら [13]は，柔
軟性は製造の柔軟性（manufacturing flexibility）を対象とし，事業環境の変動に適
応した生産対応力や，変更の増加に対応できる能力と定義されることが多い，
と指摘している．研究開発戦略や経営組織論の分野（[68, 69, 86, 89, 101]など）で
は，機能構造と組織構造に着目した組織能力を分析対象として主に扱っている．
情報システムの柔軟性についてWagner et al.[102]は，柔軟性の分類を「対象
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(object)」と「種類 (kind)」で整理し，柔軟性分析を機能として捉えるアプローチ
を採用している．「対象」の例には，製造の柔軟性，プロセス柔軟性，開発プロ
ジェクトの柔軟性などをあげている．また，「種類」の例には，戦略柔軟性，オペ
レーション柔軟性，スコープ柔軟性などをあげている．柔軟性分析の入力には，
事業環境，既存システムの特性を扱い，出力には現状システムと柔軟性を満た
した目標システムとの差分を解消する開発項目を扱っている．ただし，このアプ
ローチは，プロジェクトコストなどの経済性評価を考慮していない．
ソフトウェア機能配備の研究アプローチでは，経済性や経営指標への影響を分
析する製造柔軟性を高める開発戦略の研究 [22, 69, 93]と共に，情報システムのプ
ロセス柔軟性に関するGebauer, and Schoberの研究 [34]に着目する．この研究 [34]
は，システム柔軟性分析の入力に事業環境を考慮する事業プロセス特性を扱い，
柔軟性戦略への影響とコスト効率性を分析している．ソフトウェア機能配備の
研究では，事例研究 (Gebauer, and Lee[35])の既存システムや開発プロジェクトの
特性もふまえて分析する．分析結果から開発要否と開発指針の戦略が決定され
る．Gebauer, and Schober[34]の理論モデルは，事業プロセスについて，確実性，
集中度，時間の深刻度を扱い，戦略がコストに及ぼす影響分析を開発と提供の2
段階で扱える利点がある．
そこで技術サービスにおける柔軟性の分析アプローチは，プロジェクト特性
[35]を踏まえて，理論モデル [34]を採用する．図3.1は，提案する情報システム柔
軟性の戦略分析モデルである．このモデルは，技術サービスにおける事業プロ
セスの変化に対し，コスト効率化の観点で情報システム柔軟性の戦略分析を行
える．図 3.1のグレーの部分がGebauer, and Schober[34]のモデルに相当する．図
3.1に示す理論モデルの部分は，入力に事業プロセス特性を扱い，出力にコスト
を扱っている．提案する戦略分析モデルは，入力に技術難易度を追加し，出力の
プロセス品質をコストへ反映させる拡張をしている．
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図 3.1: 技術サービスにおける情報システム柔軟性の戦略分析モデル
3.3 技術サービスにおける情報システム柔軟性の戦略分析モ
デル
3.3.1 事業プロセス特性
確実性
図3.1の事業プロセス特性には，確実性，集中度，および時間の深刻度を扱う．
確実性p(0 ≤ p ≤ 1)は，サービス提供内容に対する柔軟性の要求を表す指標であ
り，あるプロセスの遂行に必要なリソースの予測可能な程度とする．確実性pが
0に近いほどプロセスに必要なリソースの予測が困難で不確実，1に近いほど予
測が容易で確実であると解釈される [34]．確実性は，タスクの予測可能性やタス
クの定型化が可能な部分の見極めを指標とした概念である．
既存設備の運用品質を高める目的で，定期的に品質監視の測定情報を解析す
る測定・解析サービスでは，報告書作成までの処理手順を明確化しやすい．さら
に既存のプロセスを流用しやすいため，作業内容や必要なリソースの予測が容
易である．エリア品質から課題を抽出する報告書作成は，測定作業に未経験部
分が限定されるため，必要なリソースの予測がしやすく確実性が高い例である．
対照的に，新しい通信方式の設備を導入したエリアの解析サービスでは，測定デー
タから想定していなかった事象を観測することがある．この場合の解析と報告
書作成のタスクは，予測困難で確実性が低い例である．新規タスク項目の多さ
が事業プロセスの確実性を左右し，カスタマイズ能力や設計能力に影響する．
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集中度
事業プロセスは開発と提供のプロセスがある．これらのプロセスには，それ
ぞれ複数のタスクがある．集中度v(0 ≤ v ≤ 1)は，プロセスにおけるタスク量の
変動に対する柔軟性の要求を表す指標であり，プロセスの処理負荷が特定のタ
スクに集中する程度とする．集中度vが0のときに負荷集中がないプロセス特性
を表す．これは，各タスクに一様なタスク量が割り当てられている状態を表す．
対照的に，集中度が1に近いほどプロセス内の特定のタスクに負荷が集中する程
度が強いと解釈される [34]．集中度が高いプロセスであれば，負荷が集中するタ
スクを効率化させる技術サービス支援ソフトウェア開発で仕様策定が容易にな
りやすい．技術サービス提供者は，技術者のスキルを補完して一定の品質を確
保しながら，生産性を向上させるソフトウェア開発を実現しやすい．
後述の柔軟性戦略の説明では開発と提供のプロセスをふまえて考慮するが，
ここではより詳細な例として測定・解析の技術サービスの提供プロセスを考え
てみる．顧客への報告書提供のプロセスでは，目的や要求に応じて測定，集計，
解析，および報告書作成の4つのタスクがある．4つのタスク量をT1, T2, T3, T4と
すると，プロセスの総タスク量Tは，T1+ T2+ T3+ T4となる．一様なタスク量に
負荷分散した見積タスク量は，いずれのタスクもT/4となる．プロセスの処理が
進捗すると，タスク量が累積される．集中度をコストに反映させる数理表現に
は，総タスク量Tを1とする累積率を扱う．提案モデルでは，実際のタスク累積
率と見積タスク累積率を扱う．本論文では，これ以降「実際のタスク累積率」を
単に「タスク累積率」と表記する．4つのタスクについて実際のタスク量の増加
に伴い，1つのタスクを完了するごとに累積率が0.25増加するのであれば，プロ
セスにおけるタスクの負荷集中はない．図3.2の「負荷集中なし（v = 0）」に示す
ように，タスク累積率xを用いた見積タスク累積率L(x)は，L(x) = xの直線上の
値をとる．一様ではなく特定のタスクに負荷集中がある場合，図3.2の「負荷集
中あり（中程度）」に示すように，見積タスクは曲線上の値をとる．集中度が中
程度であれば v = 0.5が想定される．
集中度vに応じてタスク累積率xに対する見積タスク累積率をLv(x)とする．こ
のLv(x)をローレンツ曲線 [64]で表現し，変動コストの係数として扱う．ローレン
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図 3.2: 集中度に応じた（実際の）タスク累積率と見積タスク累積率
ツ曲線 [64]の関数表現には，Ortega et al.[76]が提案した
Lv(x) = x
v(1− (1− x)1−v) (3.1)
を用いる1．
時間の深刻度
時間の深刻度 r(0 ≤ r ≤ 1)は，プロセスの実施時間に対する柔軟性の要求を表
す指標であり，全てのタスクのうち，要求されたタイミングで実行しないと価値
や効力を著しく失うタスクの割合である．時間の深刻度rが0に近いほど実行す
るタイミングはあまり重視されず，1に近いほど緊急対応のように実行するタイ
ミングが重視されるタスクが多いプロセスであると解釈される [34]．
技術サービスにおいて，報告書や成果物を提供する納期までに十分な時間が
ある場合は，時間の深刻度が低いと考える．また，技術サービス提供者が技術先
進性を訴求する機能の開発期間を十分に確保している場合も，時間の深刻度は
低いといえる．対照的に，ネットワークの障害やユーザからのクレームを受けた
時には緊急度が高く，早く正確な処理が求められる．この場合は，時間の深刻度
が高いと考える．また，商用化時期を重視する顧客は，要求されたタイミングで
1ローレンツ曲線の関数表現には，ガンマ分布やユール分布などを用いた様々な形式 ([20, 43]
など）が提案されている．Gebauer, and Schober[34]は，コスト算出を効率的に行える理論構築の
観点で，ユール分布の形式でローレンツ曲線を表現したOrtega et al. [76]の提案式を採用してい
る．提案モデルもGebauer, and Schober[34]の手法を踏襲し，Ortega et al. [76]の提案式（式3.1）を
採用している．
29
サービス提供できる応答力を求めやすい．この場合も時間の深刻度は高いと考
える．顧客ニーズの時間的な要素は，先行研究において「適時的な応答力
（responsiveness）」や「時間の深刻度（time criticality）」という概念で表現されてい
る[9, 10, 42, 34, 82]．特にモバイル情報システムでは，時間の深刻度が重視される[9]．
3.3.2 柔軟性戦略
図3.1の提案モデルでは，技術サービスの柔軟性を事業プロセスの変化に適応
してソリューション情報の品質と生産性を確保する情報システムの構築能力と定
義する．また柔軟性戦略は，先行研究 [34]にあわせて柔軟性を向上させる情報シ
ステムの構築戦略とする．この戦略は，図3.3のように分類される．図3.3の tは
後述する技術難易度を表す．
図 3.3: 情報システムの柔軟性戦略の分類
技術サービスの柔軟性戦略には，技術サービス支援ソフトウェア開発を実施す
る戦略と，実施しない戦略「マニュアル実行」がある．さらに，開発を実施する
戦略は，「利用パターンへの柔軟性」を重視する開発と，「設計変更への柔軟性」
を重視する開発の 2つに分けられる．
「利用パターンへの柔軟性 (flexibility to use)」は，将来的な設計変更を想定し
ない機能開発や，カスタマイズの追加開発といった小規模な変更要求への柔軟
性を重視する開発戦略である．使用性に関わるユーザインタフェースや処理能
力を改善する開発が主体になる．技術サービスでは，顧客接点でサービス提供
に従事する技術者の要求に対応できる能力とみなせる．利用パターンへの柔軟
性を重視する開発戦略の比重は，確実性pと設計変更を想定しない開発（初期開
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発）のタスク累積率 x1を用いて
px1　　 (0 ≤ x1 ≤ 1) (3.2)
とする．
「設計変更への柔軟性 (flexibility to change)」は，属人性を排除するモジュール
化やデータと機能の統合などの将来的な事業環境の変化を考慮し，設計変更に
関わる大規模な変更要求や新規要求に対する柔軟性を重視する開発戦略である．
技術サービスでは，サービス要素技術の開発に従事する技術者の要求への対応
能力に関わる．設計変更への柔軟性を重視する開発戦略の比重は，不確実性
1− pと設計変更を想定したアップグレード開発のタスク累積率 x2を用いて
(1− p)x2　 (0 ≤ x2 ≤ 1) (3.3)
とする．
「マニュアル実行 (manual operation)」は，開発を実施しない戦略である．この
戦略は，事業プロセスにおける暫定的な業務手順 [6]の考慮や業務手順の改良，
および人的リソースの調整により図3.3の提供で柔軟性向上を目論んでいる．マ
ニュアル実行の戦略比重は，式（3.2）と式（3.3）を除いたものとなり，タスク累
積率 x1，x2を用いて
1− px1 − (1− p)x2　 (3.4)
と表される．事業プロセスは，初期開発のタスクとアップグレードの開発タス
ク，およびそれ以外のマニュアル実行のタスクの累積処理で遂行される．従って，
情報システムの柔軟性戦略の決定は，初期開発のタスク比率x1と，アップグレー
ド開発のタスク比率 x2の最適な配分設計を意味する．
3.3.3 開発と提供のコスト
開発段階のコストは，初期開発コスト I，アップグレード開発コストUのどち
らも固定コストと変動コストの和で表現される．初期開発におけるタスク累積
率x1とアップグレード開発におけるタスク累積率x2のそれぞれに式 (3.1)を用い
ると，初期開発コスト Iとアップグレード開発コストU は，
I(x1) = a+ bLv(x1) (3.5)
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U(x2) = cy + eLv(x2) (3.6)
と表現される．
ここでaは，初期開発の固定コストを表す．初期開発の固定コストには，サー
バー構築費用が計上される．またaには，プロジェクトを立ち上げるのに必要な
設備コストと人件費を含める2．bは，初期開発のタスク量に応じた変動コストを
表す．cは，アップグレード開発にかかる人件コストである．図3.1に示す提案モ
デルでは，アップグレードの固定コストをこの変数で扱う．eは，アップグレード
開発のタスク量に応じた変動コストを表す．bや eの開発変動コストの係数は，
集中度を用いた式 (3.1)のローレンツ曲線で考慮される．また，アップグレード開
発が無い場合を扱えるようにするため，
y =
 0 x2 = 01 x2 > 0 　 (3.7)
とする．
提供段階において，開発したシステムの運用コストOは，開発を伴う戦略の式
(3.2)と式 (3.3)を用いて
O(x1, x2) = d · (px1 + (1− p)x2) (3.8)
と表される．ここでdは，開発したシステム運用の作業コストを表す．作業コス
トに開発実施の戦略比重を係数として乗じたものが運用コストOとなる．
マニュアルコストM は，式 (3.4)を用いて，
M(x1, x2) = f · (1 + rg) · (1− px1 − (1− p)x2) (3.9)
とする．ここで，fはマニュアル実行の作業コスト，gは時間の深刻度 rに対する
コスト乗率をそれぞれ表す．このコスト乗率gは，緊急対応などの作業をした場
合，作業コストfに対し時間の深刻度をどの程度上乗せするかについて考慮した
値である．マニュアルコストMは，時間の深刻度による上乗せを加味したマニュ
アル実行の作業コストに，戦略比重を係数として乗じたものである．
2Gebauer, and Schober[34]には初期開発の人件費に関する記載がない．アップグレードの固定コ
ストに人件費を扱っていることから，提案モデルの初期開発の固定コストには人件費を含める．
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3.3.4 開発コストにおける技術難易度の考慮
技術サービスでは，技術蓄積に応じた提供者における技術難易度が重要にな
る．本研究における技術難易度とは，技術蓄積の状況に応じて，技術サービス提
供者が，事業プロセスの品質確保に対して認識する難易度とする．技術サービ
ス提供者の技術蓄積は，生産財の製造業者という背景から製品部門とサービス
部門の双方を通じて行われる．製品開発で得た技術知識がサービス開発と提供
の基礎となる．技術サービスの技術蓄積は，顧客が要求する情報提供に必要な
測定，集計，および解析の技術的な業務に関する新たな経験，知識獲得を意味す
る．この技術蓄積により，技術サービス提供者は，ソリューション情報の質と量
を顧客に要求されたタイミングで提供できる応答力と，コスト競争力を高める．
Gebauer, and Lee [35]は，事業プロセス特性とともに，技術成熟度をプロジェク
ト特性の概念として扱い，実装指針をインタビュー調査の結果から提案してい
る．この実装指針は，段階的実装または一括実装の判断に有意義なものである．
また，この研究 [35]はシステム開発するべき業務範囲と，属人性に依存したリス
クの考慮が必要であると指摘している．Gebauer, and Lee [35]の概念フレーム
ワークでは，プロジェクト特性が事業プロセスの柔軟性戦略に及ぼす影響を調
整する交互作用を考慮している．技術サービス支援ソフトウェアは，ERP
(Enterprise Resource Planning)システムに比べてシステム規模が小さく，ライフサ
イクルが短い．この特徴から実装方針よりも開発要否の判断が重視される．
柔軟性戦略の分先行研究（[22, 34, 35, 87]）は，開発要否の判断を精緻化するも
のではなく，判断に技術難易度の考慮が欠如している．さらにプロジェクト特性
における定量的な分析事例の提示がないため，コスト影響の分析へ適用する際
に課題がある．技術難易度を考慮しない場合，先進的な技術を扱う技術サービ
スにおいては，システム開発コストを不適切に評価し，提供段階でのコスト効
率化の機会を失う懸念がある．コストを適切に評価するには，技術難易度に応
じたプロセス品質値をコストに反映する必要がある．
そこでプロジェクト特性を数値化してコストへ反映させるために，提案モデル
は技術難易度を用いたプロセス品質値の関数表現を検討する．目標のプロセス
品質値に達するために必要なタスク累積率は，この技術難易度によって異なる．
先端技術を扱う技術サービスのように，技術蓄積が少なく技術難易度が高い場
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合，目標の品質値に達するには高いタスク累積率を要すると想定される．また，
タスク累積率の増加に対する品質値の傾きは小さいことも想定される．対照的
に，業界内で成熟技術とみなされている場合や，提供者において技術蓄積が多
く技術難易度が低い場合，小さいタスク累積率でも目標の品質値に達すると想
定される．従って，目標の品質値を満たさなければコストとして表出しない実態
を反映する図 3.4(a)に示すような関数表現が必要とされる．
この関数表現については，タスク累積率xの決定をリソース配分と捉える．提
案モデルではリソース配分のサービス設計に関する研究 [18]で扱われているシグ
モイド関数を応用し，立ち上がり度合を表現する t(0 ≥ t ≥ 1)を導入して
Qt(x) = 1/ (1 + exp(−60(1− t)(x− t))) (3.10)
とする．この tが技術難易度を表しているため， Qt(x)は技術難易度 tごとのタス
ク累積率xに応じたプロセス品質値を意味する．また，最大の品質値Qt(x)は1と
なる．このプロセス品質値は，技術サービスにおける業務品質を意味する．例え
ば，技術サービス支援ソフトウェアを用いて顧客に報告書を提供する業務品質
が相当する．式 (3.10)はタスクが実行されていくにつれて，すなわちタスク累積
率が高くなるにつれて，報告書の品質値が高まる．また，式 (3.10)は報告書品質
の最大値近傍で，品質値を高めることが難しい状況を反映している．
先行研究 [34]は，図3.4(b)に示すローレンツ曲線で変動コストを考慮する．集
中度が低い場合，先行研究 [34]は，タスク累積率が低いと不適切なプロセス品質
値でコストを見積る懸念がある．例えば，技術難易度が高いとタスク累積率が
高まる必要があるにもかかわらず，vが0.1や0.2でタスク比率が0.2以下のような
範囲のコストが採用されてしまう場合である．
そこで，ローレンツ曲線Lv(x)を開発変動コストに反映させる割合をQt(x)とし
て考慮し，図3.4(c)に示すように，Lv(x)とQt(x)の積として与えれば，一定のタ
スク累積率に達してから変動コストが考慮されると期待できる．また，タスク
累積率が高いときに急激な立ち上がりを緩和させる働きも期待できる．従って，
式 (3.10)を式 (3.5)に反映した初期コスト Iは，タスク累積率 x1を用いて
I(x1) = a+ bLv(x1)Qt(x1) (3.11)
と書き換えられる．同様に式 (3.6)に反映したアップグレード開発コストUは，タ
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図 3.4: 開発段階の変動コスト評価に用いる関数表現
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表 3.1: 設定変数の意味と設定値例
スク累積率 x2を用いて
U(x2) = cy + eLv(x2)Qt(x2) (3.12)
と書き換えられる．なお，先行研究 [34]は，タスク累積率xによらず常に品質は
最大値 1が得られることになる．すなわち式 (3.10)における任意の xについて
Qt(x) = 1が成り立つ場合に相当する．
3.3.5 提案モデルの総コスト算出と戦略決定
I, U , O, Mの合計を総コストとし，式(3.13)に示される総コストの最小化問題を解
く．得られた解x1とx2から式(3.2)，式(3.3)，式(3.4)の柔軟性戦略の配分が定まる．
Minimize I(x1) + U(x2) +O(x1, x2) +M(x1, x2) (3.13)
subject to 0 ≤ x1, x2 ≤ 1
ここで，aからgの設定変数とその意味を表3.1にまとめる．表3.1の設定値は，後
述する 3.4章の事例分析に用いられる．
技術サービスへの適用に際して図3.1のモデルは，Gebauer, and Schober [34]の
理論モデルに技術難易度を追加し，柔軟性戦略が開発の変動コストに及ぼす影
響分析の精緻化を図る．この精緻化には，技術難易度に応じたプロセス品質値
をコスト評価に反映できる配慮がなされている．さらに図3.1のモデルは，開発
要否を精緻に分析できるようにするため，技術難易度が情報システムの柔軟性
戦略に及ぼす影響を調整する交互作用を考慮している．このとき柔軟性戦略は，
コスト最小化の観点で初期開発のタスク累積率x1とアップグレード開発のタス
ク累積率 x2における最適な配分設計により決定される．
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事業プロセス特性が柔軟性戦略に及ぼす影響分析について，Gebauer and
Schober[34]は，後述の表3.4に示すERPシステムに関する1つのコスト事例を扱っ
ている．この研究 [34]は仮説を洗練させるために，分析結果では戦略比重の大き
さを3段階で分類し，影響の強弱を報告している．ソフトウェア機能配備の研究
では提案モデルの有効性の確認をするために，3.4章の事例分析で複数のプロ
ジェクトコスト事例を扱って理論モデルとの比較を行う．また Gebauer and
Schober[34]と提案モデルの評価には，影響関係を定量的に把握するために回帰
分析を用いる．理論モデルとの整合を確認するために，表3.2は，図3.1の提案モ
デルにおける柔軟性戦略への影響に関する仮説設定を示している．
表 3.2の「+」は正の影響，「-」は負の影響，「0」は影響なし（無相関）をそれぞ
れ表す．事業プロセスが柔軟性戦略に及ぼす単独影響の関係は先行研究 [34]と同
じ設定である．表 3.2の事業プロセス特性が柔軟性戦略に及ぼす単独影響のう
ち，確実性pが及ぼす影響に注目すると，利用パターンへの柔軟性を重視する開
発に正の影響，設計変更への柔軟性を重視する開発に負の影響，そしてマニュア
ル実行には影響を及ぼさないと読み取れる．
事業プロセスと技術難易度の交互作用に関する仮説設定は，Gebauer, and
Lee[35]のプロジェクト特性にあるリスク (risk)と成熟度 (maturity)の概念を参考に
技術サービスの技術蓄積の実態を考慮している．その結果，集中度と技術難易
度，および時間の深刻度と技術難易度の交互作用がマニュアル実行に及ぼす影
響には，緩衝的交互作用 [4]を仮定している．緩衝的交互作用とは，単独影響を
弱める調整影響のことである．集中度と技術難易度の交互作用vtがマニュアル実
行及ぼす影響について考える．表3.2の集中度vがマニュアル実行に及ぼす単独影
響は負の影響「-」を想定している．これに対し，集中度と技術難易度の交互作
用vtがマニュアル実行及ぼす影響は「+」を想定している．従って，単独影響を弱
める調整影響となる．また，時間の深刻度と技術難易度の交互作用 rtについて
も，表 3.2は同様の見方になる．
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表 3.2: コストを最小化する柔軟性戦略への影響に関する仮説設定
3.4 技術サービスのプロジェクトコスト事例分析
3.4.1 事例の概要
図 3.1の提案モデルを無線通信業界の技術サービスの事例に適用する．技術
サービス提供者は，50人程度の組織規模である．技術サービス提供者は，プロ
ジェクトの規模と難易度に応じてチーム編成を行う．表3.1の設定値例は，2，3名
のプロジェクトメンバーが測定・解析の技術サービスを提供したプロジェクトコ
ストの事例である．確実性pは0.1, 0.5, 0.9の3水準（低，中，高），集中度vと時間
の深刻度 rはそれぞれ 0.2, 0.8の 2水準（低，高），技術難易度 tは 0.1, 0.2, 0.5, 0.8,
0.9の5水準（低から高）の離散的な値の組み合わせを設定する．技術サービスに
おいて確実性は，技術の新規性に依存した違いが大きいため，先行研究の 0.2，
0.5，0.8に対して，0.1，0.5，0.9と設定している．
戦略配分の決定には，表 3.1のaから gを式（3.8），式 (3.9)，式 (3.11），式 (3.12)
に代入し，式 (3.13)から最小コストとなるタスク累積率x1, x2を求める．求め方
は，タスク累積率x1, x2のそれぞれを0から1まで刻み幅0.01で変化させ，総コス
トが最小となる配分を探索する方法を採用している．この方法で適切に最小と
なる解が得られる確認については，付録Aを参照されたい．得られたタスク累積
率x1, x2から式 (3.2)，式 (3.3)，式 (3.4)により戦略配分が決定される．従って，最
小コストになる戦略配分のサンプルは，1つの事例で60（= 3× 2× 2× 5）サンプ
ルが得られることになる．また，Gebauer and Schober[34]についても同様の探索
方法でサンプルを得る．このとき式 (3.13)は，式 (3.5），式 (3.6)，式（3.8），およ
び式 (3.9)の和となる．
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3.4.2 事業プロセス特性と技術難易度が柔軟性戦略に及ぼすそれぞれの
単独影響
事業プロセス特性と技術難易度が，コストを最小化させる柔軟性戦略に及ぼ
す影響変化を定量的に分析するために，回帰分析を行う．この分析では，事業プ
ロセス特性の確実性p，集中度v，時間の深刻度r，および技術難易度 tを説明変数
とする．また，利用パターンへの柔軟性を重視する開発px1を被説明変数Y とす
る．このとき，サンプル i(i = 1, 2, ..., 60)について各説明変数の設定値 pi，vi，ri，
tiにおける被説明変数 Yiの回帰式は，
Yi = α+ β1pi + β2vi + β3ri + β4ti + β5(10(pi − 0.5)(ti − 0.5))
+ β6(10(vi − 0.5)(ti − 0.5)) + β7(10(ri − 0.5)(ti − 0.5))
+ ϵi, ϵi ∼ N(0, σ2) (3.14)
と書ける．ここで，αは定数項，β1からβ7は，偏回帰係数を表し，ϵiは誤差項で
ある．60サンプルのデータから，式（3.14）の定数項と偏回帰係数を求める．ま
た，式（3.14）は，確実性と技術難易度の交互作用を10(p− 0.5)(t− 0.5)の係数β5
により評価する．集中度と技術難易度，時間の深刻度と技術難易度の交互作用
も同様に係数β6, β7をそれぞれ評価する．被説明変数Y を設計変更への柔軟性を
重視する開発 (1− p)x2とした場合と，マニュアル実行1− px1 − (1− p)x2とした場
合もそれぞれ同様の回帰分析を行う．
表3.3は，回帰分析の結果を示す．表3.3のGSモデルは，先行研究 [34]のモデル
によって得られる結果を表す．GSモデルも同様に60サンプルを得ている．この
とき，サンプル i(i = 1, 2, ..., 60)について各説明変数の設定値は，pi，vi，riとなる
ため，式（3.14）の回帰式は，
Yi = α+ β1pi + β2vi + β3ri + ϵi, ϵi ∼ N(0, σ2) (3.15)
と表すことができる，表3.3のGSモデルでは，式（3.15）の定数項αと，β1からβ3
の偏回帰係数を求める．なお，ϵiは式（3.14）と同じく誤差項である．
事業プロセス特性p, v, rのそれぞれが，柔軟性戦略のそれぞれに及ぼす影響関
係は，先行研究 [34]から仮説設定した表3.2に示す関係と概ね整合している．開発
実施の戦略配分は，確実性pに強く依存する．確実性pは，利用パターンへの柔
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表 3.3: 事業プロセス特性と技術難易度が柔軟性戦略に及ぼす影響
軟性を重視する開発戦略に正の影響を及ぼし，設計変更への柔軟性を重視する
開発戦略に負の影響を及ぼす．また，集中度vと時間の深刻度rは，ともにマニュ
アル実行に負の影響を及ぼす．提案モデルにおいて表3.2の仮説設定と異なる点
は，確実性がマニュアル実行に対して正の影響を及ぼしていることである．
集中度が高くなると，技術サービス支援ソフトウェアの対象となるプロセスの複
雑さが少なくなり，要求仕様が簡潔になる．その結果，開発によるコスト効率を
高めやすくなるため，マニュアル実行の比重が低下すると捉えられる．常時発生
しているプロセスと異なり，緊急性の高い臨時のプロセスが多ければ，マニュア
ル実行のコストが高くなる．従って，時間の深刻度が高くなると開発実施が推奨
されるため，時間の深刻度がマニュアル実行に負の影響を及ぼすと理解できる．
さらに提案モデルの結果は，技術難易度がマニュアル実行に負の影響を及ぼ
す．技術難易度が高くなると，リスクをとってでも開発した方がコスト効率を高
めることの現れであり，技術サービス支援ソフトウェアが，スキルを補完する役
割で開発されるためと考察できる．遂行が簡単なプロセスはマニュアル実行で
よく，難しいプロセスは開発したシステムで実行することが望ましい．この要因
は，技術者の属人的なスキルに依存したマニュアル実行を減らすソフトウェア開
発が，コスト効率化に貢献する現れと捉えられる．従って，技術者の属人性の影
響を考慮した表 3.2の仮説設定と整合する結果が得られていると分かる．
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3.4.3 柔軟性戦略に及ぼす事業プロセス特性と技術難易度の交互作用
表3.3の事業プロセス特性と技術難易度の交互作用が及ぼす影響は，確実性の
影響を除いて表3.2の想定と整合する結果が得られている．想定と異なる点は，
技術難易度 tが確実性pとの交互作用により，確実性pが利用パターンへの柔軟性
を重視する開発に及ぼす正の影響を強める交互作用が見られる点である．
確実性pがマニュアル実行に及ぼす単独影響の想定と異なっている点は，前述
で指摘されている．しかしながら，技術難易度 tと確実性pとの交互作用はマニュ
アル実行に影響を及ぼさない．これらの結果から，確実性pがマニュアル実行に
単独で及ぼす影響と，技術難易度 tと確実性pとの交互作用が利用パターンへの
柔軟性を重視する開発だけに及ぼす影響のメカニズムがそれぞれ存在するかを
検討する必要がある．これらの再現性は，表3.3が1つのプロジェクトコスト事例
の結果であるため確認できない．従って，提案モデルの分析は後述する複数のプ
ロジェクトコスト事例の結果から，この事象の再現性をふまえて考察する．
技術難易度 tが集中度vとの交互作用vtにより，集中度vのマニュアル実行に及
ぼす負の影響を弱める調整影響，すなわち開発実施の推奨を弱める影響を確認
できる．この技術難易度 tと集中度vとの交互作用は，ソフトウェア機能として実
装する業務範囲に依存した戦略への影響と捉えられる．技術難易度 tと集中度v
がともに高くなる場合は技術蓄積が少ないため，ソフトウェア機能として実装
できる業務範囲が狭く，コスト効率に貢献しないと推察される．これは，マニュ
アル実行を通じた技術蓄積を経た後，開発戦略の再検討を推奨する状況と理解
できる．その結果，マニュアル実行に及ぼす負の影響を弱めることになる．技術
難易度 tと集中度vがともに低くなる場合は，技術蓄積が十分でもプロセスに変
動が多すぎて，ソフトウェア開発に不適な状況と判断される．これは柔軟性戦略
の検討段階で自明の場合が多いと想定される．
また表3.3の結果から，技術難易度 tと時間の深刻度rの交互作用rtにおいても，
マニュアル実行に及ぼす負の影響を弱める調整影響を確認できる．この交互作
用は，属人性の許容と対応スピードに依存した戦略への影響と捉えられる．技術難
易度 tと時間の深刻度 rがともに高くなる場合は，難易度が高い上に緊急性を要
することを意味する．これは，スキルを補完し属人性をなくす技術サービス支
援ソフトウェアの開発よりも，属人性を許容して対応可能なスキルの高い技術
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者で対応することがやむを得ない状況と推察される．また，技術難易度 tと時間
の深刻度rがともに小さくなる場合は，属人性がなくマニュアル実行で効率的に
処理できるプロセスと解釈され，開発自体がコスト悪化につながる状況と推察
される．その結果，マニュアル実行に及ぼす負の影響が弱まると推察される．
技術難易度 tが高い条件で時間の深刻度rが低くなると，マニュアル実行への負
の影響は強まる．開発期間を確保できるようになる場合，設計変更への柔軟性
を重視する開発により，属人性をなくす技術サービス支援ソフトウェア開発の重
要度が高いことの現れと捉えられる．このことは，rtが負となる場合に設計変
更への柔軟性を重視する開発へ正の影響を及ぼす交互作用からも確認できる．
従って，時間の深刻度rと技術難易度 tの交互作用は，サービス提供が求めらるタ
イミングによって属人性に依存したマニュアル実行か，属人性をなくすための技
術サービス支援ソフトウェア開発実施のどちらがコスト効率化に効果的である
かを分析することに役立つ．
また表3.3の結果から，提案モデルはGSモデルに比べて回帰分析における自由
度が大きい．モデルの説明力を自由度調整済み寄与率で比較すると，マニュアル
実行への影響において提案モデルがGSモデルよりも10%高い説明力を確認でき
る．さらに開発方針について設計変更への柔軟性の説明力が15%向上している．
技術サービスにおいては，開発要否にかかわる意思決定が難しいとされる．こ
れは，GSモデルが事例として扱っているERPシステムと異なり，技術サービス
支援ソフトウェアはシステム規模が小さく，システムライフサイクルが短いこと
が要因と考える．この要因により，長期的に将来の設計変更を想定するERPに
比べて，技術サービス支援ソフトウェアは開発の初期段階で設計変更をどのく
らい見込んで開発要否を判断するかが重要になるためである．従って，開発要否
の戦略比重を精緻に分析できることは有意義である．マニュアル実行への影響
要因として，GSモデルは集中度，時間の深刻度の順に強い影響を及ぼしている．
これに対し提案モデルは，技術難易度が時間の深刻度と同等以上の影響を及ぼ
している．このことから技術難易度の導入によるモデル拡張が，影響分析にお
いて説明力を高めていることが推察される．
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3.4.4 製造の柔軟性と情報システム柔軟性の類似性
製品開発の柔軟性戦略 [22, 93]では，利用パターンへの柔軟性と設計変更への
柔軟性に類似する概念として，「改良製品への生産柔軟性 (modification flexibility)
」と「新製品への生産柔軟性 (new product flexibility) 」が存在し，トレードオフ
の関係があると述べられている．表 2.1で紹介した「改良製品への生産柔軟性
(modification flexibility) 」は，既存製品の改良や電気電子回路の修正に対する生
産対応力をさす．これは，情報システム開発の「利用パターンへの柔軟性
(flexibility to use)」と類似する．「新製品への生産柔軟性 (new product flexibility) 」
は，既存の製造設備で新しい製品や部品の製造を可能にする設計能力をさす．これ
は情報システム開発の「設計変更への柔軟性（flexibility to change）」に相当する．
製品開発の先行研究 [22, 93]では，新製品の生産柔軟性だけについてトレード
オフではなく，単純にコスト効率を劣化させる悪影響が存在することが指摘さ
れている．情報システム開発の「設計変更への柔軟性（flexibility to change）」と
して捉えた場合，情報システム開発の先行研究は，この悪影響の存在は指摘さ
れておらず考察も存在しない．技術難易度の理論モデルへの導入は，詳細な分
析を可能にする．まず，トレードオフの関係は，確実性 pについて式 (3.2)と式
(3.3)から確認できる．
さらに，技術難易度 tがマニュアル実行に及ぼす負の影響の考察から，難易度
の低いプロセスはマニュアル実行でよく，難易度の高いプロセスは，開発したシ
ステムによる実行によって，技術者の属人的なスキルに依存したマニュアル実行
を減らす方が，コスト効率化につながる．さらに，集中度 vと技術難易度 tの交
互作用が開発選択へ悪影響，すなわち負の影響を及ぼすケースを見出せる．こ
れは，技術難易度が高く集中度が高い状況と，技術難易度が低く集中度が低い
状況で，マニュアル実行の配分が高まるケースに相当する．
製品開発において前者は，モジュール部品が機能不足，あるいは仕様を満たせ
ず追加コストが発生してしまうケースと推察される．後者は，製法は確立して
いるものの歩留まりが悪い状況になることが推察される．前者は技術蓄積を要
するケースで3.4.3章で指摘した開発実施せず技術蓄積を経た後，開発戦略の再
検討を推奨する状況と理解できる．製品開発は開発したシステムの生産が前提
となるため，情報システムのように開発未実施の戦略がない．従って，コスト効
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表 3.4: 追加した事例の設定値
率化の劣化を招くと推察できる．後者は，製造システム以外の要因により品質
のばらつきが大きい場合と推察される．この場合は，歩留まりが悪く量産に適
さないためコスト効率化が劣化すると推察される．
従って，技術難易度の高低を扱うことで，設計変更への柔軟性を重視する開発
に積極的になるべきではないケースの指摘から，製造柔軟性の先行研究 [22, 93]
で指摘されるコスト効率への悪影響を精緻に説明できる．この説明が可能とな
るのは，技術サービス提供者が生産財の製造業者であり，商材の開発と生産提供
に関する事業環境に類似要素があることが要因と考えられる．
3.4.5 事例の追加
コスト構造の違いによる戦略配分を把握するため，表3.1の設定例をTSSS 1と
し，TSSS 7までプロジェクトコストの事例を追加した表3.4の分析を行う．また，
表3.4には，電子部品を購買するERPシステムの設定値 [34]もあわせて追加する．
太字で示すケースは，実際のプロジェクトコストである．細字で示す事例の追
加には，2種類のコスト比率Ratio 1とRatio 2に考慮している．Ratio 1は，提供プ
ロセスにおいて開発したシステムを運用したコストdに対して開発を実施して
いないコストfが何倍になるかを意味する．従って，技術サービスを提供する技
術者の業務効率が何倍向上するかに着目した数値である．Ratio 2は，開発費用
を含めた総コストで開発を伴うシステムによる提供コストと，開発実施しない
提供コストの比率を示す．従って，Ratio 2が高ければ，開発費用が割高に見える
プロジェクトと理解できる．プロジェクト規模と難易度に応じてチーム編成が行
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われることが，dやfの設定値に関連する．TSSS 3にTSSS 6と同じ運用の作業コ
ストdを想定したTSSS 2と，2倍の運用の作業コストを想定したTSSS 5を扱う．
Ratio 2がERPと同様に1に近い値となるように，TSSS 6のfを設定したTSSS 4を
追加する．なお，TSSS 1からTSSS 7はRatio 2について降順に並んでいる．
初期開発とアップグレード開発の変動コスト bと eの関係は，ERPでは同程度
である．技術サービスにおいては初期開発の変動コストに比べてアップグレー
ド開発の変動コストが低くなる傾向がある．これは，技術蓄積を反映して開発
を進めていくことと，ERPに比べてソフトウェアの開発規模が小さいことが，コ
スト削減につながりやすい現れと考える．大規模なプロジェクトケースTSSS 7
における変動コストの関係は，ERPと類似したケースになる．
3.4.6 提案手法の評価
複数の事例データについて事業プロセスと技術難易度が柔軟性戦略に及ぼす
影響変化を定量的に把握するために，表3.4からコスト最小化の戦略配分のサン
プルを求めて回帰分析を行う．式（3.14）と同様に，事業プロセス特性と技術難
易度を説明変数とする．さらに複数の事例についてコスト構造を表すRatio 1,
Ratio 2も説明変数として扱う．また，式 (3.14)と同様に，利用パターンへの柔軟
性を重視する開発戦略の比重 px1を被説明変数Y とする．このときサンプル数
は，3.4.1章で示した取得方法に従い，60サンプルを 8ケースについて扱うため
480となる．サンプル i(i = 1, 2, ..., 480)について各説明変数の設定値pi，vi，ri，ti，
(Ratio 1)i，(Ratio 2)iにおける被説明変数 Yiの回帰式は，
Yi = α+ β1pi + β2vi + β3ri + β4ti + β5(10(pi − 0.5)(ti − 0.5))
+ β6(10(vi − 0.5)(ti − 0.5)) + β7(10(ri − 0.5)(ti − 0.5))
　　　 + β8(Ratio 1)i + β9(Ratio 2)i
+ ϵi, ϵi ∼ N(0, σ2)　　 (3.16)
と書ける．ここで，αは定数項，β1からβ9は，偏回帰係数を表し，ϵiは誤差項で
ある．480サンプルのデータから，式（3.16）の定数項と偏回帰係数を求める．ま
た，式（3.16）は，式（3.14）と同様に交互作用の評価を含んでいる．被説明変数
Y を設計変更への柔軟性を重視する開発戦略の比重 (1− p)x2とした場合と，マ
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表 3.5: 追加事例における事業プロセス特性と技術難易度が柔軟性戦略に及ぼす影響
ニュアル実行の比重1− px1 − (1− p)x2とした場合のそれぞれについても，同様の
回帰分析を行う．
回帰分析の結果を表 3.5に示す．表 3.5のGSモデルの結果は，表 3.3と同様に
Gebauer, and Schober[34]のモデルに適用して得られた結果を表す．GSモデルにつ
いても同様に 480サンプルを得ており，式（3.16）の回帰式は，
Yi = α+ β1pi + β2vi + β3ri
　　　 + β4(Ratio 1)i + β5(Ratio 2)i + ϵi, ϵi ∼ N(0, σ2) (3.17)
としている．表3.5のGSモデルでは，式（3.17）の定数項αと偏回帰係数β1からβ5
を求める．なお，ϵiは式（3.16）と同じく誤差項である．
提案モデルについて，事業プロセス特性p, v, rと技術難易度 tが柔軟性戦略の
それぞれに及ぼす単独影響の結果は，表3.5と同様である．また，集中度vと技術
難易度 tがマニュアル実行に及ぼす交互作用が及ぼす影響結果についても，表3.5
は表3.3と同様の傾向を確認できる．Ratio 1とRatio 2では，Ratio 2の方がより大
きく影響する．提供プロセス段階でのコスト効率化を示すRatio 1ではなく，コ
スト構造を総合的に捉えるRatio 2に着目することが重要である，という結果は
理解できる．
表3.2の仮説設定に対して，表3.3では，確実性pがマニュアル実行に単独で及ぼ
す影響のメカニズムと，確実性pと技術難易度 tの交互作用が利用パターンへの
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柔軟性を重視する開発戦略だけに及ぼすメカニズムが，それぞれ存在するかを
検討する必要性を指摘している．表3.5において，確実性pがマニュアル実行に及
ぼす単独影響は，正の影響である．利用パターンへの柔軟性を重視する開発戦
略への単独影響も正の影響である．マニュアル実行に及ぼす影響で仮説設定と
異なり，正の影響である点は，表3.3と同様である．さらに表3.5の結果は，提案
モデルだけではなく，GSモデルにおいてもこの影響関係を確認できる．従って，
先行研究 [34, 35]をもとにしたマニュアル実行に及ぼす影響の仮説設定は見直す
必要があると理解できる．
また，確実性pと技術難易度 tの交互作用が利用パターンへの柔軟性を重視す
る開発だけに正の影響を及ぼしている表3.3の結果は，表3.5では確認されない．
このことは，確実性と技術難易度の相関がない前提の仮説設定に起因すると考
える．技術サービスでは，技術難易度と確実性に負の相関関係が考えられる．先
端技術を扱っているために技術難易度が高ければ，不確実性が高い，すなわち確
実性が低いという状況がありえる．この状況を考慮すると，確実性と技術難易
度の相関を加味したモデルが，さらに柔軟性戦略に及ぼす影響関係を明らかに
できると推察される．
表3.2の仮説設定では，技術者の属人性が影響することを想定した時間の深刻
度 rと技術難易度 tの交互作用について負の影響を想定している．この影響関係
は，表3.5において確認されない．技術者の属人性について仮説設定との整合は，
プロジェクト全体における開発のコスト構造に依存すると推察される．表3.3と
表3.5の結果について，表3.2の仮説設定と一貫して整合している結果は，集中度
とvと技術難易度 tのそれぞれが各柔軟性戦略に及ぼす単独影響関係と，集中度
とvと技術難易度 tの交互作用が各柔軟性戦略に及ぼす影響関係である．従って，
開発によってシステム化するべき業務範囲の仕様化が可能かという観点で，技術難
易度の導入は，開発要否の戦略分析を精緻化することに有益であると分かる．
表3.5の結果から提案モデルの説明力に関して，マニュアル実行について自由
度調整済み寄与率が5%程度の向上を確認できる．設計変更への柔軟性を重視す
る開発実施に踏み切れるかを判断する場面で，TSSS 1のケースでは，表3.3から
マニュアル実行の自由度調整済み寄与率が0.54から0.65へ10%程度向上すること
を確認できる．さらに開発方針について設計変更への柔軟性の説明力が15%向上
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している．開発方針を分析する式 (3.2)，式(3.3)に比べて，開発要否を考慮するマ
ニュアル実行に対する自由度調整済み寄与率の値は低い．技術サービス支援ソ
フトウェアの開発方針を決定することは，ERPシステムに比べて容易だが，開発
実施の要否判断は難しいことが多い実情の現れと捉えられる．
表3.5の自由度調整済み寄与率について，開発未実施の比重を決める，すなわ
ち開発要否を判断するマニュアル実行の比重に対する値が，その他2つの開発実
施の戦略比重に関する値よりも低い．また，提案モデルの値は，GSモデルの結
果に比べて同等以上の高い値を示している．従って，判断の難しさに整合し提案
モデルがGSモデルに比べて高い説明力を有すると分かる．特にRatio 2が大き
い，すなわち開発コストが割高なTSSS 1において提案モデルの有効性は，表3.3
のマニュアル実行における自由度調整済み寄与率の結果から顕著になると分か
る．開発コストが割高に見える判断が困難な場面で，技術難易度が説明力向上
に大きく貢献することを確認できる．
3.4.7 コスト構造の違いによる戦略配分
表3.4に示す各プロジェクトについて，典型的な技術サービスの事業プロセス
特性は以下を想定する．
• 確実性p：顧客要望に対し類似した解析経験はあるが，全く同じ要望の解析
をしたことがないため「中程度（p = 0.5）」とする．
• 集中度v：解析に必要なデータ取得のために測定機器の構成や設定が変更される
ことや，取得項目が追加されることが頻繁にあるため「低（v = 0.2）」とする．
• 時間の深刻度r：協議して納期設定がなされることが多いため「低（r = 0.2）」
とする．
この想定に基づき，図3.5は表3.4に示すコストケースについて得られた柔軟性
戦略の配分を表す．図3.5(a)はGSモデルの結果，図3.5(b)は提案モデルの結果を
それぞれ表している．また，上段は技術難易度が高い場合，下段は技術難易度が
低い場合をそれぞれ表す．
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図 3.5: コスト構造の違いによる柔軟性戦略の配分
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GSモデルの結果は，技術難易度の影響を考慮しないため図3.5(a)の上下が同
じになる．また，技術難易度が低い場合は，提案モデルとGSモデルに違いはほ
とんどない．これは，技術難易度が低いほど，式 (3.11)，式 (3.12)における
Qt(x1) = 1, Qt(x2) = 1がそれぞれ成り立つ傾向に近づくためと考察できる．さら
に，Ratio 2が1未満のTSSS 5からTSSS 7の結果は，提案モデルとGSモデルのい
ずれも差違がほとんどない．これは開発のコスト割合が低いため，提案モデル
とGSモデルの両方のモデルで開発を推奨している結果と理解できる．
開発コスト比率Ratio 2が1を超えて大きい値になるTSSS 1からTSSS 3におい
て，集中度が低く技術難易度が高い場合は，マニュアル実行の比重が低下し開発
を推奨する結果となり，表3.3と整合する．これは，技術難易度 tを考慮した影響
が顕著なケースであると理解できる．この事業プロセス特性の条件ならば，技
術難易度の高い状況で設計変更への柔軟性を重視する開発がコスト効率を高め
ると解釈できる．つまり，開発費用が割高に見えても設計変更への柔軟性を高め
る開発に積極的に注力するべきだという指針が得られる．
Ratio 2が1.0程度の場合，開発要否の判断は難しいと想定される．TSSS 4に着
目すると，TSSS 5の結果と比較して技術難易度の高い場合にマニュアル実行の
配分が高くなる．これは，初期開発とアップグレード開発の開発変動コストにつ
いて，TSSS 5と比べたときにRatio 1の値は同程度であるが，dとfの差でみたと
きにTSSS 4の効率化規模が小さい．さらに，Ratio 2の開発コスト比率はTSSS 4
の方が割高に見える．これらの結果から，TSSS 4は開発を重視するのが得策で
はないため，マニュアル実行の配分が高くなることは，適切な戦略配分であると
理解できる．従って，提案モデルがコスト構造を適切に戦略配分へ反映できるこ
とを確認できる．
3.5 プロセス柔軟性とソフトウェア機能配備のまとめ
ソフトウェア機能配備の研究では，技術サービス提供者が事業プロセスに対す
る柔軟性を高めるために，コスト観点で情報システムの柔軟性戦略を分析でき
るモデルを提案した．技術サービスへの適用に向けて，提案モデルは先行研究
のモデルに技術難易度を導入し，開発の変動コスト評価式を拡張している．事
例分析では，提案モデルを複数のプロジェクトコスの事例に適用し，技術難易度
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が戦略配分に及ぼす影響を回帰分析の結果から考察した．先行研究に比べて開
発要否に関わるマニュアル実行の戦略配分を精緻に分析できることを示した．
情報システム分野の理論研究 [34]を複数のコスト事例に適用し，技術サービス
に適用できる実用性を評価した点は，ソフトウェア機能配備の研究の学術的な
貢献と考える．具体的には，確実性がマニュアル実行に及ぼす影響関係の仮説を
見直すべきであると指摘できたことである．提案したモデルの拡張を考慮し，
複数の事業領域とコスト構造を反映した評価は，理論モデルを応用できる見通
しを得ることにつながる．
また，製品開発の柔軟性戦略 [22]において，新製品の製造柔軟性の選択がコス
ト効率に悪影響を及ぼす事象について，技術難易度を考慮した情報システム戦
略の分析視点から明らかにする考察を示した意義は大きいと考える．技術サー
ビス提供者が生産財の製造業者であることを踏まえると，技術サービス提供者
が分析で得た施策を理解しやすいと期待できる．そのため，モノづくりとサー
ビスづくりの技術難易度という指標を柔軟性の脈絡で考察した報告は，研究者
と実務家の双方に有益と考える．
事例分析では，コスト構造上，開発コストが割高に見えても，技術難易度が高い
場合に技術サービス支援ソフトウェア開発する方が望ましいケースを見出した．
このケースの施策は，開発投資に対して積極的にリスクをとる判断になり，技術
サービス提供者からは敬遠されやすい可能性もある．しかし提案手法はさらに，
集中度と技術難易度の交互作用の結果から一方的に開発することが望ましいわ
けではなく，開発が不適切となる2つの状況も指摘している．この一連の検討が
可能であることは，技術サービスにおける戦略検討の実務に有益となりえる．
技術サービス支援ソフトウェアの開発要否を精緻な分析にするために，技術難
易度はプロジェクト特性としての役割をもつ．ERPシステムに適用する場合は，
段階的実装とするべきか一括実装とするべきかの判断に貢献すると考える．
ERPシステムは，開発するシステムの規模が技術サービス支援ソフトウェアに
比べて大きい．このため，システム企画者は半年から一年といった一定期間が経
過した後に，既存設備の置換が発生することを事前に計画しておく必要がある．
その結果，移植性や設計変更を段階的に行う配慮が必要になる．これに対し，技
術サービス支援ソフトウェアは移植性や設計変更はあまり考慮されず，カスタマ
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イズ能力を向上させる開発が繰り返される．技術難易度の考慮は，開発要否や
実装方針の分析に役立つと期待できる．
最後に，提案モデルを適用する際の留意すべき点と，新たに見つかった研究課
題を以下にあげる．第一は，事業プロセスと技術難易度の各指標間には無相関
（直交性）を仮定している点である．提案モデルの適用事例では，いくつかの水
準の組み合わせを設定した分析を行っている．技術サービスにおいて先端技術
を扱った場合に，技術難易度は不確実性と負の相関をもっている可能性がある．
概ね想定した影響関係を示す結果を得ているが，TSSS 1の確認結果は確実性と
技術難易度の交互作用が，主効果をさらに強める効果と捉えることもできる．
指標間の相関を考慮し，精緻化させたモデルが今後必要になると考える．
第二は，技術蓄積の状況を考慮する際，技術難易度と生産性に仮定を置いて
いる点である．この点のモデルの精緻化には，技能獲得に関する研究の知見を
反映させた研究が必要になる．第三は，適用事例が無線通信業界の技術サービ
スと技術サービス支援ソフトウェアに偏っている点である．従って，本提案モデ
ルを様々な技術サービスと技術サービス支援ソフトウェアへ適用し検証すること
が必要である．例えば，建設メーカーの構造解析や機械メーカーの流体解析な
どによる設計知識を提供する技術サービスや技術サービス支援ソフトウェアが
あげられる．また，人命に関わる医療や製薬に関する技術領域においては，開発
コストの割高な程度を無視する想定もあり得る．事例分析で扱った技術難易度
やコストについては，異なる戦略決定の基準が適用されるかもしれない．有識
者でなくとも適切に条件設定を与えられるようにするには課題が残るが，提案
モデルは強力なシステム開発企画のツールになりえる．今後これらの課題解決
に向けた研究が期待される．
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第4章 技術サービス支援ソフトウェア開発
における機能選択のための情報整理
と可視化
4.1 ソフトウェア開発における発注者の機能選択の研究背景
情報システムの導入失敗や見積合意におけるトラブルの問題について，いく
つかの要因が指摘されている [51, 38]．導入失敗について，開発における関与不
足，要求の曖昧さ，頻繁な仕様変更といった発注者に起因する問題が指摘されて
いる [38]. 見積合意のトラブルは，開発者の見積説明の透明性が欠如してしまう
ことと，開発者と発注者で共通に理解できる見積手法がないことが要因として
指摘されている [51]．本研究の開発の機能選択のテーマでは，情報通信系の研究
開発サービスや技術サービスに用いられる技術サービス支援ソフトウェアを対
象とする.このソフトウェアには，技術検討のためのシミュレーション機能を実装
したものや，測定機器により取得したデータを読み込み，解析を行うための機
能を実装したものがある．
技術サービス支援ソフトウェア開発においても，前述の発注者に起因する問題
が，次の理由により当てはまる．開発への関与不足については，ハードウェアと
ソフトウェアの違いを発注者が理解していない要因が指摘されている [40]．技術
サービス支援ソフトウェアの買い手と売り手は，双方とも技術者である．この場
合，ソフトウェア開発に精通していない発注者は，要求を仕様化したり設計値へ
落とし込む作業を，ソフトウェア開発者だけで対応可能な作業と想定しやすい，
その結果，発注者が開発関与を不要と認識しがちになる．
開発の企画段階では，将来的なシステムの拡張や仕様変更に対応させたいと
いう発注者の要望があり，要求が抽象的になったり，曖昧さが生じやすくなる．
また，技術変化や事業変化の速い情報通信系の業界では，機能の適時性が重視
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される．適時性とは，ある機能の適切な発注時期が今だと認識される程度と定
義する．技術や市場の変化早い業界では，機能の市場投入できる時期が重要に
なる．例えば，国際的な標準化の承認時期や顧客のサービス開始時期から遅れ
た市場投入は，コスト効果の観点で実施しないほうがよかったという場合があ
る．対照的に，すぐに開発せず市場動向を見て開発実施した方が，効率的で望ま
しい場合もある．適時性とコスト目標を満たすために，要求品質と機能仕様の
調整が行われ，仕様変更が頻繁に発生することがある．
見積説明の透明性が欠如すると，開発者が提示する機能とコストの情報を発
注者が精査するのに時間がかかるようになる．精査期間の長期化は，開発期間
が短縮化され，品質を確保できないリスクを招きやすい．従って，発注者が開発
に関与しながら，要求とその重要度を明確に提示し，開発者から得た情報を踏
まえて合理的に発注できる簡便な手法が望まれる．
本章の研究目的は，技術サービス支援ソフトウェアを発注する技術者がコスト
効果を考慮しながら，発注すべき機能選択を行うための手法提供である．提案
手法は要求品質と機能の関連を整理し，要求品質の重要度は必要性と適時性の
双方を扱っている．さらに，機能選択の組み合わせを機能セットと称し，提案手
法は機能セットごとにコストを整理する．提案手法は，開発により重要な要求品
質をどれだけ充足するかを表す発注価値とコストの関係を機能セットごとに可
視化する．提案手法は，発注価値が最も高い機能セットの機能を選択すること
で，コスト効果の高いソフトウェア発注を実現させる．本章では，提案手法を無
線通信業界の技術サービス支援ソフトウェアの発注事例へ適用し，コスト効果
が高い機能セットを把握できることと，発注者が開発コストの上昇要因を追究
できる有効性を示す．
4.2 開発における機能選択のアプローチ
4.2.1 機能選択のアプローチ
機能選択のアプローチは，経営者，購買担当者，営業担当者，技術者などの開
発利害関係者それぞれの視点がある．経営者には，財務指標による投資評価 [7]，
購買担当者には，サプライヤ選定 [41, 52]，営業担当者や技術者には，技術戦略を
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含む開発企画等 [1, 2, 17, 24, 26, 40, 56, 70, 77]のアプローチが存在する．情報通信
系の業界は，技術変化が速く，業務が不確実な特徴がある．このような業界で
は，機能間の影響を迅速に把握できるようにするため，複数の要求品質群や機
能群を階層構成で扱う特徴が指摘されている [40, 56, 57, 60, 85]．
開発の機能選択の研究対象は，ソフトウェア開発の機能選択と発注を行う技術
者である．経営者ではない技術者が発注者の場合，購買判断は財務指標よりも，
費用便益の視点で分析する機会が多いと考える．また開発機能の選択に関する
研究では，要求と機能の構造や依存関係を表現することにも適した手法という
観点からQFD（Quality Function Deployment：品質機能展開）やQFDの関連手法
[2, 24, 40, 56]を参考にする．
4.2.2 得点計算による開発機能の優先度決定に関する手法
前述の表2.3では，機能選択の先行研究を紹介した．ここでは表2.3の先行研究
の中で，開発する機能の優先度決定を得点計算で行う手法 [2, 24, 40, 56]に着目
し，提案手法の要件整理に向けた課題を確認する．
Herzwrum, and Schokert[40]は，要求に標準パッケージソフトの機能と，個別に
カスタマイズ開発する機能を関連付けるソフトウェアQFDを提案し，変更対応
の開発における有効性を主張している．この研究では，機能間の相関値を扱う
ことで相乗効果やトレードオフも評価に反映させている．しかしながら，発注
者は機能間の影響を詳細には把握していない．発注者が技術制約を考慮する場
合には，開発者からの情報に基づく整理の仕方に工夫が必要となる．
Davis[24]は，要求に対する機能量，信頼性，および開発工数を整理して機能選
択を行うため，機能のある時期における達成度は明示できる.しかしながら，発
注者の目的は，要求品質の発注価値を最大化させる機能選択と，選択した機能の開
発コストを把握することである．目的の達成に向けて開発コスト，納期，仕様変
更の調整が行われるため，Davis[24]の手法は，機能や信頼性と関連する要求とコ
ストの関連付けが別途必要になり，変更への迅速な対応や決定には課題がある．
Karlsson, and Ryan[56]は，要求をグループ化して扱い要求群の一対比較データ
をソフトウェアの利用者と開発者に対して実施し，AHP（階層化意思決定法）を
適用している．コストの増加率に対する価値の増加率を要求群で可視化してい
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る．この手法 [56]は，要求を満たすコストを可視化する点で発注者に適している
が，技術情報が乏しくコストに影響する制約の把握が困難である．
秋庭 [2]の手法は，主にハードウェア製品の開発企画を目的としている．この手法
は，要求と機能の関連付け，技術制約，コストの把握を網羅し，簡便な得点計算
により機能選択が行える．この手法では，はじめに要求品質とその重要度に関して
調査データを取得する．次に，重要度を評価因子を背景にもつ期待として捉え，
期待と評価因子の関連度を与える．重要度の累積率区間で定義した値と関連度
の値の積から，各評価因子の期待点を求める．さらに，要求品質の期待点の小計
を算出し，期待点の総計に対する割合を「重視割合」としている．また，要求品
質に対応する技術課題の難易度は，開発後の物理的な仕様特性値の改善で表現
している．特性の向上値と現状値との比で求め，これを「機能向上係数」と呼ん
でいる．各要求品質における「重視割合」と「機能向上係数」の積を「貢献値」
と呼び，所要コストに対する貢献値と機能向上係数を機能単位で可視化させる．
この手法は，ハードウェアが主な適用対象であるため，評価因子に属する物理
量で仕様を記述しやすい．対照的に，ソフトウェアは，評価因子に対して物理量
で仕様を記述することが難しい場合が多く，評価因子に基づき要求品質を整理
すると曖昧になりやすい．技術サービス支援ソフトウェア開発におけるこの手
法の適用は，計算の所要時間やメモリ量などの定量化が容易な要求，かつ個々の
機能単位で費用や価格が把握されている場合に限定される．
4.2.3 手法の要件
技術サービス支援ソフトウェア開発において，発注すべき機能選択の手法に関す
る要件を整理する．第一は，開発者から得た情報を発注者が整理する際，要求品
質をいくつかの機能群に共通なものと，特定の機能群に固有なもので整理し，機能
と関連付けることである．これは，情報通信系の特徴に関する指摘 [40, 57, 60]を
反映するためである．後述の事例では，通信方式のシミュレーションソフトウェ
アにおいて，ある通信方式に関わる機能を一つの機能群として整理している．この
整理の仕方には，機能の影響範囲を発注者でも容易に把握できる利点がある．
第二は，機能に関連する要求品質とその重要度，開発コストの関連を整理できる
ことである．提案する手法では，要求品質の重要度評価に適時性を加味する．ま
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た，コストは，機能を組み合わせたセットの形態で提示されることが多い．このこ
とは，ソフトウェア開発者が機能単位やそれ以下の詳細な見積りを提示すると，
費用説明の透明性を確保し難い場合が多いためである．従って，提案する手法で
は，実態に即して機能の組み合わせとコストの関連付けを考慮する．この考慮によ
り，発注者が時期的に変化する要求品質の重要度を評価し，同時に開発コスト，
納期，および仕様の変更調整を迅速に行えるようにする．さらに，提案手法は要
求品質に対して機能を直接関連付け，重要度評価も要求品質に対して関連付け
る．これにより，関連を追跡しやすく要求品質の曖昧さを減らすようにする．
第三は，開発者から得た情報に基づき，開発コストに支配的な要求品質や要
求品質群を特定するための可視化である．提案する手法では，開発による要求
品質の充足度で評価を代替する．また提案する手法では，複数の機能群に共通
な要求品質と個別の要求品質の発注価値に対する構成割合と，要求品質に対す
る充足度を可視化する．これらにより，発注価値に支配的な要求品質群と，開発
者の認識している技術課題がどの要求品質に依存するかについて，発注者が分
析する．分析結果から，発注者が開発者の認識している技術難易度やコストの
上昇要因を把握できるようにする．
第四は，整理した要求品質の変更と発注価値の算出過程を容易に追跡でき，
機能個々ではなく，ソフトウェア全体としての発注価値を評価できることであ
る．さらに，ソフトウェアの場合，物理的に測定困難な心理特性や行動特性を扱
うことが多いため，発注者の主観評価を数値化した情報に基づく算出が望まし
い．また，先行研究 [2, 56]は，コストに対する価値を機能単位，あるいは要求品
質単位で可視化している．開発者は，技術とコストの詳細分析を重視するため，
製品構造を詳細化した機能単位の情報を重視するが，発注者は，機能や要求を
総合的に分析できることを重視する．
そこで，後述の提案手法では，コストに対する発注価値を機能セット単位で可
視化する．実現可能な機能の組み合わせ選択，すなわち機能セットと，機能や要
求品質を総合的に評価した発注価値を扱うことにより，発注者が，開発における
代替案の選択肢を効率よく絞り込み，機能セットの発注価値に対する開発コス
トの情報から合理的に発注機能を選択できる．
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4.3 提案手法の情報整理と可視化
4.3.1 要求品質，機能，および開発コストの情報整理
はじめに，発注者が要求品質 iをあげる．その総数をIとする．要求品質は，機
能群に共通なものと固有なものに分類して整理する．また，開発者から入手し
た機能 j を整理する．その総数を J とする．要求品質 i(i = 1, 2,…, I)と機能
j(j = 1, 2,…, J)について，発注者が関連度 ρijを以下に基づき設定する．設定値
は，先行研究 [40, 26]を参考にしている．
• 9：要求品質を満たす必須機能
• 3：必須機能が及ぼす影響が大きい関連機能
• 1：必須機能が及ぼす影響は小さいが，要求品質を満たす上で無視できない機能
• 0：要求品質を満たすことに全く関与しない機能
さらに，各要求品質 iについて，必要性と適時性の評価値を設定する．提案手
法では，発注者が行う必要性と適時性の評価値を1，2，3のいずれかに設定する．
重要度wiは，各要求品質 iの必要性と適時性の評価値を乗じて得られる算出値と
する．適時性がすべて同じ値の場合は，必要性の評価値だけが重要度に反映さ
れていることになる．
ここでは，設計サービスに用いられる技術サービス支援ソフトウェアが，いく
つかの無線通信方式に関してエリア品質をシミュレーションするソフトウェアで
ある場合を考えてみる．このとき要求や機能は，通信方式に依存しないものと
依存するものがある．例えば，GUI（グラフィカル ユーザー インタエース）や操
作性に関する「シミュレータのGUIや検索・フィルタリング処理を改善したい」
という要求は，通信方式に依存せず共通な要求とみなせる．ここから要求を細
分化していき，要求品質 iは，「基地局を登録できる」のように，実現したい能力
単位で記述される．対照的に，電波伝搬に基づく干渉計算は，通信方式によって
受信電力の単位やノイズ成分の計算方法が異なることから，通信方式に依存す
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る個別要求に相当する．一例としては，「LTE通信方式のシミュレーションをした
い」という要求の中に「干渉電力を計算できる」といった詳細要求が存在するこ
とがあげられる．
次に，発注者は，開発者から対応する機能 j(j = 1, 2,…, J)の情報を入手する．
このとき機能は，実現可能な機能の組み合わせを一式として提示される．この
一式を機能セットk(k = 1, 2,…,K)とし，総数をKとする．従って，機能総数Jは，
全ての機能セットを網羅するのに必要な数となる．選択状態xjkは，機能jが機能
セットkに含まれるか否かを表す．選択状態xjkは，機能 jが機能セットkに含まれ
る場合にxjk = 1，含まれない場合にxjk = 0とする．干渉計算は，希望波と干渉
波に識別される複数の電波について計算された受信電力の結果に基づく．従っ
て，干渉計算の機能を実現するには，受信電力計算の機能を実装していること
が前提となる．例えば，機能セットk = αの干渉電力計算が機能 j = βで，受信電
力計算が機能 j = γであるとする．この場合の選択状態xjkは，xβα = 1とxγα = 1
を同時に満たす必要がある．さらに，開発者から各機能セットkのコストCkを入
手する．最後に，要求品質 iと機能 jについて，関連度ρijと重要度wiを図4.1のよ
うに整理する．また，機能セットkに対する選択状態xjk，およびコストCkを図
4.2のように整理する．
本提案手法には，図4.1と図4.2に関する前提が3つある．第一は，顧客が早期
段階で要求品質を抽出できることである．要求品質の漏れや潜在性，曖昧さを
踏まえて抽出することは難しい場合も多くある．これに対し，技術サービスは
生産財を対象としているため，消費財と異なりユーザーの主観的な評価部分は
少ない．特に情報通信系では，標準や規格に基づくRFP（Request For Proposal：
提案要求書）を提示することが一般的に行われる．その結果，曖昧さを含む可能
性はあるが，顧客が早期段階で要求品質をあげることができる．
第二は，要求品質間で階層性が存在することである．これは，情報通信の業界
の特徴 [60]を反映させたためである．発注者が開発者からの情報をもとに，機能
群に共通な要求品質と個別な要求品質のグループをあらかじめ想定して図4.1の
整理をしている．各グループで図 4.1の要求品質はKuusela, and Savolainen[60]に
て述べられているような階層性を有している．また，共通な要求品質には，デー
タベース制御などの基盤機能に関するものがあり，個別な要求品質は，基盤機能
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図 4.1: 関連度と重要度の整理
図 4.2: 選択状態とコストの整理
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の上で動作するアプリケーションに相当する機能に関するものも含まれる．従っ
て，これらのグループにも階層的な関係が存在するとみなすことができる．
第三は，機能開発の制約を開発者から入手した機能の組み合わせとコストの
情報整理，すなわち図4.2で考慮することである．ソフトウェア開発者は，機能
の技術重要度や，要求品質を充足させるために機能間の依存関係を熟知してい
る．技術サービス支援ソフトウェアで典型的なトレードオフが生じる場合は，シ
ミュレーション精度の向上と計算処理時間の高速化を同時に満たそうとするとき
である．この場合の選択状態xjkは，機能セットkについて1と-1を設定できるよ
うに考慮すればよい．しかしながら，本提案手法は発注者が適用するため，これ
らの情報を有していないことを前提としている．特に発注者が機能実現に対し，
トレードオフとなる要求品質を考慮せずにソフトウェア開発者側へ提示するこ
とは多い．そこで，本提案手法は発注者でも入力可能な範囲で，同時に選択でき
ない機能や同時に選択されなくてはならない機能の制約を選択状態xjkの入力規
則に課すことで，機能間の依存性を反映させる対応としている．
4.3.2 発注価値の算出と機能選択のための可視化
関連度 ρijの j(j = 1, 2,…, J)に対する総和
ri =
J∑
j=1
ρij (4.1)
は，要求品質 iに関連する機能 jを全て開発した場合の機能量を意味する．そこ
で，riを要求品質 iの所要機能量と呼ぶ．
機能セットkに含まれる機能，すなわちxjk = 1に該当する機能のみを抽出し，
要求品質 iごとに抽出された機能の関連度 ρijの総和
aik =
J∑
j=1
ρijxjk (4.2)
を求める．aikを要求品質 iの機能セットkによる獲得機能量と呼ぶ．全ての要求
品質に対する機能セット kの発注価値 Vkを
Vk =
I∑
i=1
wi
aik
ri
(4.3)
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とする.ここで，wiは，図 4.1における発注者の重要度の算出値を表す．また，
aik/ri は，所要機能量 riに対する機能セットkによる獲得機能量aikの割合で，機
能セットkを選択した時の要求品質 iの充足度を意味する．従って，本提案手法の
Vkは，選択された機能セットkが，重要度wiで重み付けられた要求品質をどの程
度充足するかを表している．
コストCkに対する発注価値Vkを可視化する．この可視化は，許容コストを満
たす機能セットの中から発注価値が最大のものを選択することで合理的な機能
選択を可能にする．また，機能セットごとの発注価値における機能群に共通な要
求品質と固有な要求品質の構成割合を可視化する．これにより，ソフトウェアの
基盤機能と上位機能のどちらの開発が，発注価値に重視されているかを把握し，
当期に開発して充足させるべき要求品質と開発時期を先送りできる要求品質を
峻別することに役立てられる．
さらに，各要求品質 iに対する充足度（aik/ri）を可視化する．充足度は，発注
者が評価する重要度wiを含まず，開発者情報をもとに整理した結果で算出され
る．発注価値ではなく充足度の可視化は，要求品質に対する発注者の意図が反
映されていない．この可視化は，開発者が充足しがたいと考える要求品質を発
注者にて発見可能にする．よって充足度の可視化は，開発コストの上昇要因を把
握することに役立つと理解できる．従って，本提案手法は複数の機能群に共通な
要求品質と，個別の要求品質の発注価値に対する構成割合と，機能セットごとの
要求品質に対する充足度を可視化できる．
4.4 技術サービス支援ソフトウェア発注事例への適用
4.4.1 事例の概要
無線通信業界の技術サービスを提供する技術者のソフトウェア発注に提案手
法を適用する．本事例は，無線通信のネットワーク設計に用いられる技術サービ
ス支援ソフトウェアにおいて，2つの通信方式のシミュレーション機能の開発で
ある．このソフトウェアの発注者は，コーディング実装の技術スキルを有してい
ないことが多いが，開発プロジェクト管理等を通じて，ある程度の専門知識を有
する．発注者は，実装詳細は考慮しないが，ソフトウェアの全体的な機能構成を
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想定した要求を提示する．開発者は，発注者からの要求提示を受けて，各作業の
工程調整と発注者への開発コストの見積提示を行う．
4.4.2 要求品質，機能，および開発コストの情報整理
はじめに，発注者が要求品質をあげる．要求品質は全部で32個あり，通信方式
Aと通信方式Bの双方に共通する要求品質は14個，残り18個は各通信方式に固有
な要求品質である．また，発注者が開発者から得た情報は，要求品質に対応する
機能が全部で 65個ある．従って，関連度 ρij は，要求品質 i(i = 1, 2, ..., 32),機能
j(j = 1, 2, ..., 65)において，各値を設定している．各要求品質の重要度wiは，5人
の評価値の平均に基づき，必要性と適時性の評価値の積としている．
次に，発注者が開発者から入手した機能セット k(k = 1, 2, ..., 7)ごとに，機能
j(j = 1, 2, ..., 65)の選択状態xjkを整理している．また，発注者は各機能セットの
コストをあわせて入手し，最終的に適用事例で作成された図4.1と図4.2の抜粋を
図4.3に示す．適用事例では，表計算ソフトの入力都合により，図4.2の機能と機
能セットを転置した状態で作成されている．コスト値の単位は [百万円]である．
図4.3の1次要求は，機能群に依存しない共通要求のグループと機能群個別の
要求グループを記述している．2次要求は，1次要求の各グループ内の要求グ
ループの名称を記述している．3次要求は，2次要求で記述したグループ内の要
求詳細をそれぞれ記述している．例えば基地局の登録は，通信方式に依存しな
い必須な入力操作の要求となるため，1次要求で共通な要求の中にある．さらに
この要求詳細は，2次要求の「GUI入力操作」の中にある3次要求の「基地局の登
録・削除・変更」として記述される．従って，要求が階層的に表現される．
機能に関しては，1次機能は機能群を記述する．本事例では，「通信方式Aシ
ミュレーション機能」と「通信方式Bシミュレーション機能」の2つの機能群が記
述されている．2次機能は 3次機能をまとめたグループ名称が記述されている．
図4.3では省略されているが，本事例では，「GUI操作画面」，「計算処理」，「データ
管理（サーバー含む）」，「画面表示＋グラフ出力」の内容が記述されている．詳
細は，付録Bを参照されたい．
本事例では，通信方式を機能群の単位として考慮している．1次要求は，通信
方式に依存しない共通な要求品質と通信方式に個別の要求品質を整理している．
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2次要求の電波伝搬計算処理に含まれている干渉電力計算の要求は，どの通信方
式にも必要であるが計算方法が異なる．このような場合は，機能群に共通な要
求として扱わず，個別な要求として扱っている．従って，図4.1と図4.2の作成する
場面では，発注技術者はある程度ソフトウェアへの実装のされ方を想定して要
求しているといえる．
図 4.3: 適用事例データの抜粋
図4.3の適時性の入力値をすべての iについて1とすれば，必要性のみの評価結
果が直ちに得られる．先行研究 [2]の場合は，必要性が変更されると，評価因子
の期待点の小計を関連度を用いて再計算した後，図4.3のwiに相当する重視割合
を算出するため，追跡が複雑になる．これに対し，本提案手法の重要度算出は，
関連度と独立して扱えるため，重要度算出の追跡が容易に行える．
図4.4はセット1からセット7の差異を模式的に表している．通信方式Aのシミュ
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レーション機能群Aと通信方式Bの機能群Bは，それぞれ32個と33個である．機
能群A(j = 1, 2, ..., 32)のみ，機能群B(j = 33, 34, ..., 65)のみ，およびAとBをフル実
装した機能セットを，それぞれセット 1，セット 2，セット 3とする．従って，セッ
ト 3は，各機能 jについてxj3 = 1となる．セット 4からセット 7は開発コスト削減
のため，セット 3から機能削減されたものである．セット 4は，機能群Aを主体に
開発し，機能群Bの機能を削減している．対照的にセット 5は，機能群Bの機能を主
体に開発し，機能群Aの機能削減をしている．セット 4から，さらに機能群Bの機能
削減をしたものと，セット5から，さらに機能群Aの機能削減をしたものが，そ
れぞれセット 6，セット 7である．図4.4には，セットごとに含まれる機能群Aの機
能数，機能群Bの機能数，およびコスト値が括弧内にそれぞれ併記されている．
図 4.4: 機能セットの差異
4.4.3 発注価値の算出と機能選択のための可視化
コストに対する発注価値
図 4.5は，提案手法で得られたコストに対する発注価値を示している．また，
図4.5には，要求品質 iの適時性を全て1に設定した必要性のみの重要度評価によ
る結果をあわせて示す．先行研究 [2, 56]は，要求品質 iや機能 jを単位として発注
価値をプロットする可視化が提案されているが，本提案手法は，発注機能の組み
合わせ，および開発コストを示す機能セット kによってプロットしている．これ
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により，改めて組み合わせ評価を行う必要がなくなり，提案手法が発注者向けの
可視化を実現している．
図 4.5: コストに対する発注価値
図4.5において機能セットは，コスト値の昇順で並べ変わっている．また，機能
セットの表記については，これ以降必要に応じて括弧でコスト値を併記する．図
4.5から，総じてコストが増加するにつれて，発注価値が高まる傾向を確認でき
る．さらに本手法は，セット 4（19.8）のようにセット 5（17.7）から投資を増額し
ても発注価値が高まらないどころか低下する機能セットを検出でき，不適切な
選択を避けることに役立つ．
重要度wiが必要性と適時性の積とした場合と，必要性のみの場合の差が一定
ではないことも確認できる．セット 5（17.7）の差は，122.9であるのに対し，セッ
ト 4（19.8）とセット 7（15.9）の差は，それぞれ 118.5，112.9である．重要度の総
合評価値が発注価値に大きく影響する機能セットでは，差が大きくなる．
また，重要度評価における適時性が，発注価値に影響を及ぼすかを把握した
ければ，必要性と適時性の積を重要度wiとしたときの発注価値と，必要性のみ
をwiとしたときの発注価値の比を各機能セットで確認すればよい．この比が各
機能セットで等しいならば，適時性の評価値がすべての要求品質で同じである．
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本事例の比の値は，セット 1からセット 7の間で2.54から2.66の値をとり，等しく
ならない．従って，適時性の評価影響が反映されており，発注者が要求品質を満
たすべきと考える時期がわずかに異なっている．その影響が選択した機能セット
の発注価値に現れると理解できる．本事例では，セット 3の開発コストを確保で
きない場合に，適時性を含めて評価した発注価値が最大となるセット 5を選択す
ることが，合理的であると判断できる．
さらに提案手法を適用することにより，図4.5から，発注者がコストが割高な
機能セットについてその理由を問い合わせ，開発者が回答していくことで，費用
説明の透明性が高まることを期待できる．また，発注者が要求品質の必要性や
適時性を開発者に適宜示すことが，要求の重要度に関する曖昧さを減らすこと
や，適切な開発関与につながると考える．
発注価値における要求品質の構成割合
要求品質は機能群Aと機能群Bに共通か，あるいは個別かで分類される．図4.6
は，発注価値全体に占める割合を機能群に着目して機能セットごとに求めたも
のである．図 4.6も図 4.5と同様に，コスト値の昇順で並べ変えている．図 4.6で
は，セット 3から機能群Aを主体に開発し，機能群Bでコスト削減を図るセット 4
とセット 6の発注価値の推移を実線で表している．また，図4.6ではセット 3から
機能群Bを主体に開発し，機能群Aでコスト削減を図るセット 5とセット 7の発注
価値の推移を破線で表している．
共通な要求品質が，通信方式に依存した個別な要求品質よりも割合が支配的
である．また，各セットでほとんど同程度の構成割合になっていることは，機能
群Aと機能群Bのどちらを削減していく場合においても，開発者が同様の設計指
針で開発計画をしている現れと捉えられる．
機能削減の及ぼす発注価値への影響を把握するため，実線と破線に着目する
と，セット 6からセット 4への発注価値の上昇は，セット 7からセット 5への上昇
に比べて小さい．従って，本事例ではセット 3の開発コストを許容できない場合，
機能群Bを重視する開発が望ましいと分かる．開発コストを確保できない場合
でも，セット 7を選択すると，同じ機能群Bを主体とするセット 5へのアップグ
レードまでは，少ない投資で発注価値を効果的に高められる見通しを立てるこ
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図 4.6: 発注価値における要求品質の構成割合
とができる．対照的に，大幅なコスト削減を達成させるためにセット 6を選択し
てしまうと，同じく機能群Aを重視したセット 4へアップグレードするために追
加投資をしても，発注価値が高まらないと予測が立つ．
本事例では，機能群Aと機能群Bの機能のうち，共通な要求品質を満たす開発
を優先しつつ，機能群Bを重視する要求品質を満たす機能セットを選択すること
が，発注価値の点で望ましいと分かる．従って，図4.6の可視化は，要求品質の構
造をふまえて分析できる提案手法により，どのような機能の組み合わせ開発が，
コスト対効果を高めるかについての指針が得られる．
要求品質ごとの充足度
機能群Aと機能群Bの両方を開発するセット 3からセット 7において，図4.7は
要求品質 iごとの充足度 (aik/ri )を表している．セット 3はフル実装であるため，
各要求品質 iにおいて値は 1となる．
図4.7の各ケースにおいて，共通な要求品質は充足度の変動が小さく，個別な要
求品質は充足度の変動が大きい．このことから，通信方式による機能群を扱い共通
化を図る開発が妥当と評価できる．もし共通な要求品質の充足度劣化がケース
によって大きく変動するようであれば，通信方式という視点で機能の共通化を図る
ことが適切ではない可能性があり，発注者が開発者に問題提起する指針になる．
さらに提案手法は，大きく充足度を低下させる要因となる要求品質を特定で
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図 4.7: 要求品質ごとの充足度
きる．適用した事例では，機能群Aを削減するセット 4とセット 6においては，個
別な要求品質 i = 26, 27は，通信方式Aのトラヒックシミュレーションを高度化さ
せる干渉電力計算のアルゴリズム実装が必要になる部分である．この充足度の
可視化は，通信方式に依存する機能群固有のキーテクノロジーに関する要求を
特定できる．また，i = 29は，出力情報の理解性に関わる表示凡例の要求品質で
ある．この要求品質は他の要求を満たす機能を達成するために，開発者によって
軽視されがちな要求品質であると分かった．また充足度の低下は，共通な要求品
質においても i = 3のトラヒックシミュレーションの入力設定に関する要求でも確
認される．通信方式Aに関連する機能削減を図る場合，トラヒックシミュレー
ションに関連する部分の削減影響が大きいことが分かった．
他方，通信方式Bの機能削減による充足度の低下において，個別な要求品質の
i = 18は，通信方式Aと同様，トラヒックシミュレーションの要求である．また，
共通な要求品質の i = 4は，移動機端末の機器情報の登録削除に関わる要求であ
る．これらの結果から，データベースへの機器登録に関する要求を満たす機能
とトラヒックシミュレーション機能が，本事例のソフトウェア開発において発注
価値を高める主要な技術課題であると指摘できる．またこれらの技術課題は，
開発者にとって難易度が高いと認識されている．
充足度 (aik/ri )は，発注者が評価する重要度wiを含まず，開発者情報をもとに
整理した結果で算出される．このことから，充足度は技術視点で発注価値の低
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下要因となる要求品質を可視化していると解釈でき，発注者が開発者の認識し
ている技術難易度を把握することに役立つ．発注者が充足度と重要度に基づき，
コストを照らし合わせれば，投資を要する機能セットを追究することができる．
従って，提案手法は，開発同時に開発することが望ましい機能群に個別の要求品
質や，費用を削減しても発注価値の低下が生じないため，投資抑制に値する要
求品質を特定するツールとなりえる．
4.5 ソフトウェア開発における発注者の機能選択のまとめ
開発の機能選択の研究では，技術サービス支援ソフトウェアの発注技術者が，
発注すべき機能選択を行うための手法を提案した．提案手法は，要求の重要度
と開発による充足度に基づく発注価値を整理し，コストに対する発注価値を機
能セット単位で可視化させる．また，提案手法は要求品質に対する機能と，適時
性を加味した重要度評価との関連付けが直接的であるため，関連性を追跡しや
すい．頻繁な仕様変更の発生する状況下においても，提案手法は直ちに可視化
でき，要求品質が曖昧になることを避ける配慮をしている．機能間の関連にお
いて制約がある場合は，関連度の設定が困難になるが，機能セットを分けて扱う
ことで対処できる．
提案手法を無線通信業界の技術サービス支援ソフトウェア開発の発注事例に
適用し，提案手法が費用対効果の視点で合理的な機能選択と，コストが割高な
機能セットについて発注者が開発者に問い合わせるコミュニケーションツールと
しての活用を指摘した．このことは，発注者の開発に対する関与意識を高める
ことにつながる．さらに，開発者が発注者からの問い合わせに回答していくこ
とで，見積説明の透明性欠如を減らす効果も期待できる．
また，本事例の結果から，いくつか提案手法の活用を以下に示す．第一は，適
時性を加味した重要度により，提案手法が発注価値を効率的に高めるリリース計画
策定に活用できることである．このことは，発注価値に対する要求品質群の構成割
合の可視化により行える．第二は，要求品質に対する充足度の可視化から，充足
度の低下が著しい要求品質と重要度評価の関連を確認し，コスト上昇要因とな
る要求品質を特定する活用である．従って，提案手法は発注者の資金調達や費用
交渉，技術導入のロードマップ策定を行う際に効力を発揮すると期待される．
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要求品質や機能実現のトレードオフの考慮について提案手法の精緻化を図る
ことと，提案手法の適用効果に関する検証は，今後の研究課題である．要求品質
ごとの充足度の分析においてトラヒックシミュレーションの機能に関連する項目
がコスト上昇要因となる知見を得ている．しかしながら，提案手法の実務的な
効力を訴求するには，客観的なデータが必要である．得られた知見から提案し
た活用に対する効果測定の方法は，提案手法を洗練させることと並行して研究
する今後の課題である．
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第5章 技術サービス支援ソフトウェアの業
務適合性測定
5.1 ソフトウェアの業務適合性測定の研究背景
近年，生産財の製造業は顧客に対し，販売する装置の導入や運用保守の技術
課題を解決するサービス事業の収益向上を重視しつつある．例えば，無線通信
業界において，通信機器製造業者は通信事業者がネットワークインフラを構築
する時に，技術サービスを提供する．技術サービスには，開発と提供の2つのプ
ロセスがある．技術サービスの開発では，報告書作成や顧客との議論に必要な
要素技術の獲得と報告書を完成させるプロセスを確立させる．技術サービスの
提供では，報告書や顧客への説明資料の作成，さらに顧客への説明を行う．技術
サービス提供者は，開発と提供のプロセスにおいて，ソフトウェアを開発するこ
とにより，サービス提供の品質確保と生産性向上を図る．このソフトウェア開発
は，技術サービス提供者からソフトウェア開発企業に委託されることが多い．な
お，本研究ではこのソフトウェアを技術サービス支援ソフトウェアと称する．
サービスの開発や提供のプロセスで技術蓄積がなされ，技術サービス支援ソ
フトウェアの品質改善に反映される．技術サービスにおいては，業務適合性をい
かに測定し，業務支援ソフトウェア開発において重視すべき品質を特定できる
かが，サービスの質を向上させる重要課題である．ここでの業務適合性とは，技
術サービス提供者の技術者がソフトウェアの利用を通じて認識する，商材の開
発から生産提供に至る業務遂行の質の高まりをさす．
技術サービス支援ソフトウェアは，設計用途と測定解析用途のものがある．無線
通信業界の場合，設計用途のソフトウェアは，置局設計に用いられ，設置場所候
補の基地局から送信される電波の受信電力分布や通信品質の予測情報をデジタ
ル地図やグラフを用いて可視化する．これらの結果が，設備投資を含む技術的な課
題解決への検討に活用される．設計用途のソフトウェアは，入出力情報の種別が
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多く，地図情報システム（GIS）や顧客の持つシステムと連携させる機能がある．
測定解析用途のソフトウェアは，エリア解析に用いられる．設備運用上の課題
を把握するために，技術サービス提供者は車などの移動体に搭載した測定器で
スループットやプロトコル情報などを取得し，通信の品質劣化や障害の要因を解析
する．測定器や通信装置からテキストファイル形式などで出力される膨大な
データを集計処理する機能がある．無線通信業界における技術サービスの業務
や技術サービス支援ソフトウェアの説明は，企業の技術報告 [71]などが詳しい．
技術サービス支援ソフトウェアには以下の特徴がある．第一に，利用者は複数
の役割をもった技術者である．利用者が行う開発と提供，およびソフトウェア開
発発注の業務は，これらのいくつかが兼務されることが多い．さらに，技術サー
ビスを提供する技術者組織は，企業単位ではなく事業部内の一グループで，ソ
フトウェアの利用者数も50人未満程度の規模のケースが多い，また，技術サービ
ス支援ソフトウェアは，全社的に利用されるソフトウェアと異なる．
第二に，用途が，技術専門的な情報提供を行うサービスである．技術サービス
で重視される商材は，ソフトウェア自体ではなく，報告書やコンサルティングの
ような対話を通じた技術情報の獲得経験である．従って，機能的な品質において
は，情報に関連する品質が重視されやすいと考えられる．非機能的な品質にお
いては，ソフトウェアが，販売製品と異なるため，信頼性の要求水準が販売製品
と異なることが想定される．また，新規技術や技術課題への対処方法の確立段
階で用いられ，処理プロセスがソフトウェア開発の企画段階で確定していない
場合が多い．その結果，使用性を高めると，かえって処理プロセスの柔軟な変更
対応に足かせとなることがある．ソフトウェア品質の標準規格 ISO/IEC 9126[46]
は，ソフトウェア品質とその影響を網羅的に観測変数で評価する．技術サービス
に適用する場合では，プロセスやサービス内容に依存した評価構造の考慮や，
重要な副特性の配慮が不十分だと，改善すべき品質に誤解が生じることがある．
第三に，技術サービスでは，設計や測定のサービス内容に応じて異なるソフ
トウェアが用いられる．その結果，重視されるソフトウェア品質と業務適合性の
認識のされ方が変化する可能性がある．ソフトウェア品質と業務適合性を分け
て扱い，業務適合性に対する認識の変化を構造的に捉えて，重視して開発する
べき品質を特定できる必要がある．また，技術サービスのプロセスを業務適合
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性の測定指標に反映する必要がある．
3つの技術サービス支援ソフトウェアの特徴から，技術サービスでは業務適合
性とその影響関係を捉える測定モデルが必要とされる．また，測定モデルは具
体的な施策を考慮するためのソフトウェア品質に関する観測変数と，構造的な
変化をとらえる潜在変数を扱えるようにするため，構造方程式モデルの形態が
必要とされる．そこで，本研究の業務適合性とは，技術サービス提供者の技術者
がソフトウェアの利用を通じて認識する，商材の開発から生産提供に至る業務
遂行の質の高まりと定義する．また業務適合性は，いくつかの観測変数で構成
される概念として扱う．
本章での研究目的は，技術サービス支援ソフトウェアの品質設計に具体的な施
策を見いだせる業務適合性の測定モデルを提供することである．本章の提案モ
デルでは，業務意識というソフトウェア利用者の背景情報を与え，ソフトウェア
品質の標準規格 ISO/IEC 9126[46]を踏まえて，業務適合性や業務成果影響を扱う
先行研究をもとに指標を具体化させる．技術サービス支援ソフトウェアの品質と業
務適合性の関係を分析する際，業務適合性を3つの測定指標で構成する概念とす
る測定モデルを提案する．さらに，提案する測定モデルを無線通信業界の技術サー
ビス支援ソフトウェアに適用し，業務意識と技術サービス支援ソフトウェア品質
の影響関係と，その品質と業務適合性の影響関係を分析する．一連の分析結果
から，品質の重要性と改善すべき程度を精緻に分析できることを明らかにする．
5.2 測定指標と業務適合性測定モデルの導出
5.2.1 測定モデルの全体構造
システムに関するユーザ評価の測定モデルについて，図5.1は先行研究と本研
究の対比を表している．ソフトウェアや情報システムの品質評価から，業務成果
影響の要因を考察する概念モデル構築にはDeLone, and McLeanの研究 [27, 28]が
あり，さまざまな実証研究 [37, 44, 61, 62, 81, 88]が紹介されている [80]．これらの
研究の多くは，利用者の背景情報，ソフトウェアの品質，ソフトウェアの品質影
響の3つの段階で整理できる．なお，Goodhue and Thompson[37]の技術特性はソ
フトウェア種別を扱い，業務特性については，部署名，役職の属性情報を用いて
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おり，等間隔尺度の観測変数とは異なる．
図 5.1: システムに関するユーザ評価の測定モデル（各論文をもとに筆者らが加
筆修正）
どのような脈絡でソフトウェア品質が利用影響への効果をもたらしたかを把握す
るためには，利用者の背景情報が必要とされる．技術サービス支援ソフトウェア
では，設計の役割認識をもつ技術者と，測定解析の役割をもつ技術者では，重視
する品質ニーズが異なると考えらえる．ソフトウェア品質とソフトウェア品質影
響の関係から，ニーズとされる品質を開発した効果が明確に捉えられる．そこ
で提案モデルには，後述する業務意識を利用者の背景情報として追加する．
図 5.1のソフトウェアの品質について ISO/IEC 9126[46]は，開発者視点の外部・
内部品質を規定している．ISO/IEC 9126[46]の外部・内部品質には機能性，信頼
性，使用性，効率性，保守性，移植性がある．Iivari[44]は，ISO/IEC 9126[46]の外
部・内部品質を情報品質・システム品質の概念として扱っている．Goodhue, and
Thompson[37]は，ソフトウェア品質と業務適合性 (Task-Technology Fit)を同一視
した 8つの潜在変数を扱っている．図 5.1のソフトウェアの品質影響について，
ISO/IEC 9126[46]は，利用者視点の利用時の品質によってソフトウェア品質モデ
ルを規定している．また利用時の品質には，生産性，有効性，安全性，満足性が
ある．この利用時の品質を Iivari[44]は，業務成果影響の視点で捉え，品質が利用
行動を通じてどのくらい個人の業務成果に影響するかを扱っている．
75
ソフトウェア品質と業務適合性を同一視すると，ソフトウェア品質との関係性
を明確に把握できない懸念がある．また，先行研究 [37, 44]は，業務成果という
結果に焦点が当てられている．この場合，生産性の向上は確認できるが，開発や
提供など，どのプロセスに対する生産性が向上したかは不明確である．技術
サービスでは，設計や測定のサービス内容に応じて異なるソフトウェアが用い
られるため，重視されるソフトウェア品質とそれに影響される業務適合性の認
識のされ方が変化しうる．従って，測定モデルはソフトウェア品質と業務適合性
を分けて扱い，業務適合性に対する認識の変化を構造的に捉えて，開発に重視
すべき品質を特定できる必要がある．また測定モデルは，技術サービスのプロ
セスを業務適合性の測定指標に反映させる必要がある．この際，技術サービス
は報告書やコンサルティング提供が商材のため，商材の生産提供プロセスに着
目した業務適合性の把握が必要である．従って，技術サービスにおいては，開発
と提供の業務プロセスに着目した業務適合性を測定できる必要がある．
そこで業務適合性の測定では，第一に利用者の背景情報に関する観測変数は，
技術者の業務意識として業務や役割に焦点を当てる．第二に，ソフトウェア品質
に関して Iivari[44]は，システム品質（System Quality）や情報品質（Information
Quality）についての潜在変数を扱い，潜在変数間の相関を分析している．提案
モデルでは，技術サービス支援ソフトウェアの特徴を踏まえ，品質設計へ適切に
反映させるために，ソフトウェア品質にはシステム品質や情報品質に関連する
観測変数を用いる．第三に，ソフトウェア品質影響に関する業務適合性は，開発
から提供にいたる業務遂行の質の高まりを測定する．業務適合性は，技術サー
ビスのプロセスを通じたいくつかの観測変数で構成された潜在変数とする．こ
のことは，パス係数の変化で設計や測定解析のサービス種別の業務品質を表現
可能にする．その結果，測定モデルは変数間の関係性に対するエンジニアの認
識を捉えることを可能にする．従って，提案モデルは，図5.1に示す構造方程式
モデルの形態をとる．
5.2.2 業務意識
図5.1に示したGoodhue, and Thompsonn[37]の業務特性の測定指標では，業務内
容の定型性 (routineness)と部門横断性 (interdependence)の2指標を扱っている [79]．
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ところで，技術サービスには，開発と提供のプロセスがある．開発プロセスは，
非定型業務である．提供プロセスは，非定型業務と定型業務が混在しているた
め，開発と受注後のサービス提供を兼務している技術者の業務特性が，定型性
という指標では，明確に識別されなくなる．さらに，部門横断業務かどうかにつ
いては，開発部門から仕様情報を取得し，他部門との調整を実施してサービス
提供が行われるので，常に複数部門間がかかわる．よって部門横断性の有無を指
標として用いるのは適切ではない．
技術サービス支援ソフトウェアの業務適合性を分析するには，技術者が利用する
ときの役割を考慮することが必要である．しかしながら，先行研究 [37, 49, 50, 80]
は，利用者個人の役割よりも，部署名や役職といった組織に関連する情報を業務
特性として扱い，異なる企業間で組織名や役職の内容を整合させて，業務適合
性に及ぼす影響を分析する必要が生じる．従って，単純に部署名などで測定した
結果を用いると，業務適合性を改善させるための活用において誤った結論を導
く懸念がある．また，品質と業務適合性の背景を分析する情報が，役割や業務内
容に即していないため，品質の重要性を的確に把握しにくい課題がある．従っ
て，利用者の役割を背景として分析できる測定指標を考慮する必要がある．
本研究では，ソフトウェア利用者の業務上の役割意識を業務意識と定義し，技
術者の業務意識について，サービスの開発と提供という2つのプロセスに着目す
る．提案モデルでは，サービス商品を開発する業務意識の高さを表す「開発業務
意識」と，顧客への情報提供を行う業務意識の高さを表す「提供業務意識」の2
つの指標を測定する．
5.2.3 技術サービス支援ソフトウェア品質
技術サービス支援ソフトウェア品質は，利用する技術者が評価するソフトウェ
ア外部・内部品質と定義する．ISO/IEC 9126[46]の外部・内部品質では機能性，信
頼性，使用性，効率性，保守性，移植性がある．先行研究 [37, 44]は，モデルで扱
う測定変数が多く，分析に必要な被験者数が500程度の大規模な測定を要するため，
技術サービスを提供する技術者組織に既存の測定モデルをそのまま適用できない．
また，即応した開発施策の検討には，直接的な測定指標を用いる方が望ましい．
従って，前述の技術サービス支援ソフトウェアの特徴を踏まえ，ISO/IEC 9126[46]
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の機能性と信頼性の測定指標を具体化する．なお，使用性 [46]や「Ease/Training」
の概念 [37]は，5.3.1章で後述するインタビューで操作性に関するコメントを受け
たため，Bailey, and Pearson[8]の「操作性」を測定した．後述の5.2.4章に示す業務
適合性指標との相関を確認したところ，ほぼ無相関であることを確認している．
ISO/IEC 9126[46]の機能性には，「合目的性」，「正確性」，「相互運用性」，「セキュ
リティ」，「機能性標準適合性」という副特性がある．技術サービス支援ソフト
ウェアの機能性は，前者3つが該当し，事業領域に基づく知識や情報に依存する
ため，情報に関連する品質を扱う必要がある．合目的性や正確性は，顧客との議
論の場に有益な情報であることが評価される．正確で詳細な結果を提供しても
顧客の要望と整合しない場合，評価が低くなる可能性がある．出力情報につい
て，技術者自身が持つ経験や理論の知識から納得できる結果が得られたかが重
視される．そこで，情報の正確さに納得できる理由を示せることが，顧客満足と
して考慮されているKahn, Strong, and Wang[54]の「信憑性」を測定する．
相互運用性は，Goodhue, and Thompson[37]では，「Compatibility」という構成概
念でデータの一貫性を保って統合や比較が行えることと定義されている．技術サー
ビス支援ソフトウェアの場合，各技術者が複数のソフトウェアを扱ったり，測定
機器と連携したりすることが頻繁で，他のシステムの連携が重要なため，互換性だ
けでなくシステム連携も考慮したBailey, and Pearson[8]の「統合性」を測定する．
ISO/IEC 9126[46]の信頼性には，「成熟性」，「障害許容性」，「回復性」，「信頼性標
準適合性」という副特性がある．技術サービス支援ソフトウェアの信頼性は，販
売製品のソフトウェアとは異なる特徴に配慮する．販売製品のソフトにおいて
は，過去の使用実績や製品のライフサイクルから「成熟性」が重視されたり，商
材の品質保証を必要とするため，「障害許容性」が重視されたりすることが考え
られる．対照的に，技術サービス支援ソフトウェアでは，報告書作成などのサー
ビス提供を実行する上で支障がないことが重要なため，ソフトウェア製品の品
質基準よりも緩い基準で許容されてしまうことも多い．エラーが発生してもす
ぐに回復し，最終的に結果が得られるかを表す「回復性」は，前者の2つに比べ
て重視されやすいと考えられる．従って，エラーが発生した場合にすぐに回復で
きるかを測定する．Iivari[44]は，System Qualityという潜在変数に対する観測変
数としてRecoverabilityを用いている．変数の解釈が異なるため，提案モデルで
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は ISO/IEC 9126[46]の品質特性（reliability）を観測変数の名称とし，副特性の
recoverabilityを質問内容とする．
技術サービス支援ソフトウェア品質は，利用する技術者が評価するソフトウェ
ア外部・内部品質と定義する．本章の提案モデルでは，出力情報の信用度を示す
「信憑性」，システム連携の容易さを示す「統合性」，エラーや障害など動作しな
い状態からの回復力を示す「信頼性」の 3つの指標を測定する．
5.2.4 業務適合性指標
業務適合性指標は，業務意識と同様，サービスの開発と提供という2つのプロ
セスに着目して考慮する．技術サービスの開発では，報告書作成や顧客との議
論に必要な要素技術の獲得と，報告書を完成させるプロセス確立を行う．技術
サービスの提供では，商材である報告書や顧客への説明資料の作成，およびそ
の説明を行う．業務適合性指標は，物的な報告書という物的な商材と，報告書を
用いたコンサルティングという経験的な商材の開発から提供に至る業務遂行の
質の高まりを扱う．
ところで，先行研究 [37, 44, 46]は，顧客をソフトウェア利用者，あるいはソフ
トウェアを利用するサービスシステムの運用者として扱っており，ソフトウェア
利用者にとっての顧客を定義したものではない．提案モデルの業務適合性指標
は，ソフトウェアを利用する技術者と技術者の顧客のかかわりを扱う．
技術サービスは専門サービスの一つとして捉えられるため，藤村 [33]の医療
サービスに適用している3つの側面，専門的知識・技能品質，物理的品質，相互
作用品質を参考にする．開発業務の質の高まりは，専門的知識・技能品質に該当
し，報告書など商材の生産プロセス開発における「試行」のしやすさと考える．
提供業務の質の高まりは，物理的品質と相互作用品質に該当する．物理的品質
は報告書などの商材，すなわち「情報提供」の質の向上として捉える．相互作用
品質は顧客との議論の質，すなわち「顧客対応」の質の向上として捉える．
提案モデルの業務適合性は，技術サービス提供者の技術者がソフトウェアの利用
を通じて認識する業務遂行の質の高まりをさす構成概念，すなわち潜在変数とする．
本章の提案モデルでは，「試行」，「情報提供」，「顧客対応」の3つの指標を測定する．
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5.2.5 業務適合性測定モデル（仮説モデル）
5.2.1章にて述べた指標間の関係性と，5.2.2章から5.2.4章にて述べた各測定指
標から導出した業務適合性の測定モデルは図5.2となる．図5.2の測定モデルは，
図 5.2: 業務適合性の測定モデル
業務意識，技術サービス支援ソフトウェア品質，そして業務適合性への連鎖関係
になっている．図5.2の提案モデルでは，ソフトウェア利用者の業務上の役割意識
を業務意識と定義し，職位ではなく，ある業務に従事しているか否かの意識の強
さを測定する．図5.2の提案モデルでは，技術者の役割意識をもつ業務について，
サービスの開発と提供という2つのプロセスに業務意識の指標を設け，「開発業務意
識」は，サービス商品を開発するという認識が強いかを測定する．これに対し「提
供業務意識」は，顧客との打ち合わせを行う業務という認識が強いかを測定する．
図5.2の測定モデルの仮説は，先行研究 [37, 44]をもとに業務意識が技術サービ
ス支援ソフトウェア品質に及ぼす影響は負の影響を想定し，技術サービス支援
ソフトウェア品質が業務適合性に及ぼす影響は正の影響を想定している．従っ
て，図5.2の測定モデルは，業務意識が強いほど品質不足を感じやすくなり，そ
の品質を高めることが，業務適合性を高めると想定している．
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図5.2の測定モデルは，先行研究 [37, 44, 46]と比較して以下の2つの精緻化が図
られている．第一は，業務意識に応じた技術サービス支援ソフトウェア品質の測
定が行えることである．このことは，個人が多様な複数の役割を認識する表れ
として業務意識の強弱を測定でき，技術サービスの開発業務と提供業務の意識
の強さの変化が，品質の充足，あるいは不足の認識に及ぼす影響を測定できる
ことを意味する．また，業務意識が，技術サービス支援ソフトウェア品質の業務
適合性へ及ぼす影響に関係付けられる背景の情報となっていることである．
第二は，業務適合性という概念を構成する測定指標に影響を及ぼす構造の変
化をとらえた上で，技術サービス支援ソフトウェア品質と業務適合性の関係を
測定できることである．これは，具体的な技術サービスのプロセスから業務適
合性指標を設定していることである．このモデルの適用により，業務意識に応じ
た技術サービス支援ソフトウェアの品質ニーズと共に，技術サービスの内容に
即してどの品質指標が業務適合性を高めているかを把握できる．さらに，測定
モデルは業務適合性指標への影響を把握することで，技術サービスのプロセス
に対して改善すべき品質要素を明確にできる．
5.3 業務適合性の測定事例
5.3.1 無線通信業界の技術サービス支援ソフトウェア事例
無線通信事業者に対して技術サービスの開発と提供を行う事業部を対象に，
質問調査票を用いて測定する．質問票作成のための予備調査は，19名に依頼し
た．欠損値のない16名の回答データを分析に用いている．予備調査の回答者と
の議論に基づき各測定指標の質問に用いる言葉を修正している．先行研究にな
い業務意識と業務適合性に関する質問項目は，技術サービスを提供する技術者3
名に対してインタビューし，開発と提供のプロセスに着目した図5.2の提案モデ
ルの指標が適切であることを確認している．
本調査では，無線通信ネットワーク構築・運用の技術サービスに用いる6つの
ソフトウェアについて33名に依頼し，31名から回答を取得している．事例分析
は，欠損値がある回答2名を除いた29名（主任7名，担当22名），延べ85サンプル
（延べ利用者数）により行われる．各ソフトウェア種別と用途，利用者数を表5.1
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表 5.1: ソフトウェア種別と利用者数
ソフトウェア種別 用途 利用者数
Software 1 屋外設計 27
Software 2 屋内設計 13
Software 3 屋内設計 8
Software 4 屋内外測定解析 19
Software 5 屋外測定解析 9
Software 6 屋内測定解析 9
合計 　　　　　　 85
にまとめる．6名が，ソフトウェア発注を兼務する技術者であり，そのうち2人は
全ての業務に関わっている．それ以外の技術者は，開発と提供の業務のいずれか
一方，あるいは両方に従事している．技術者は一人あたり平均3つのソフトウェ
アを利用しており，用途は技術サービス内容に相当する．Software 1 から
Software 3は設計用途のソフトウェアである．また，Software 4 から Software 6は
測定解析用途のソフトウェアである．利用者の経験年数は，ほとんどのソフト
ウェアにおいて1年以上の人数が支配的である．技術サービス提供は，数ヵ月か
ら6ヵ月単位のプロジェクトで実施されるため，6ヵ月以上使っている場合，操作
知識は十分に有するとみなせる．
図5.2の業務適合性の潜在変数は，専門サービスの品質から「試行」，「情報提
供」，「顧客対応」の3つの観測変数を設定している．この潜在変数の測定信頼性
についてα係数（Cronbachのα[21]）は，0.76という結果を得ている．この値の算
出方法と確認については，付録Cを参照されたい．質問票の解釈に依存する問題
は，インタビューにより意図した観測変数の測定を確認しているため，生じにく
いと考える．後述の結果（図5.3）において，「情報提供」と「顧客対応」へのパス
係数に比べて「試行」へのパス係数が小さい．この結果から開発プロセスに関す
る観測変数が，業務適合性の構成概念において信頼性係数の低下要因と考える．
しかしながら，業務適合性の測定で「試行」を提案モデルから削除すること
は，構成概念妥当性の観点で不適切と考える．構成概念妥当性を高めるには，業
務適合性の測定に適切な観測変数を多く扱うことが識別性の点では望ましい．
提案モデルの業務適合性は，3つの観測変数により測定される．2つ以下の観測
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変数で潜在変数を測定する場合は，丁度識別を満たせなくなるため，モデルに
対して制約を課す必要が出てしまう．また，「試行」の指標を扱うことは，技術
サービスの開発と提供のどちらのプロセスで業務適合性が捉えられているかを
明確にできる利点がある．
「試行」は，開発のプロセスに該当する専門的知識・技能品質 [33]を扱ってい
る．藤村 [33]は，専門的知識・技能品質 [33]の測定について困難さを指摘してい
る．この研究 [33]は医療サービスの事例を扱っており，専門的知識・技能品質は提
供者と顧客に情報の非対称性がある．従って，専門的知識・技能品質は直接的に
顧客に評価されるのではなく，他の部分品質の評価を通じて間接的に推測され
るだろうと藤村 [33]は説明している．これに対し，本研究の技術サービスは顧客
も高い専門知識を有するため，指標に含めることは，構成概念の妥当性を高め
る上では適切と考える．従って，信頼性係数の結果は分析を進めることについて
許容できるものと考える．
5.3.2 6つの技術サービス支援ソフトウェア
業務意識と技術サービス支援ソフトウェア品質の関係
6つのソフトウェアにおいて，図5.3は業務適合性を測定した分析結果を示す．
提供業務意識と開発業務意識を除く6つの測定指標と，概念変数として扱う業務
適合性に誤差変数を設定しているが，図5.3では省略している．また，各矢印に
記される数値は最尤法によって得られた標準解の推定係数である．モデルの適
合度は，RMSEAが0.1未満で，カイニ乗検定のp値が0.1より大きく，GFIあるい
はAGFIが0.9以上であるモデルであれば採択可能で，AGFIが0.9以上のモデルは
適合度が良いという指針 [5]がある．CFIは 0.95以上を満たしているのに対し，
NFIの値はわずかに0.9よりわずかに小さい．このNFIは，少ないサンプル数に起
因していると推察される．従って，中程度の適合度は確保しており，図5.3のモデ
ルは容認できるモデルと考える．
提供業務意識は，信頼性に負の影響を及ぼしている．このことは，提供業務意
識が高まると，技術サービス支援ソフトウェアの信頼性に対する品質評価が厳
しくなり，品質不足を感じやすい表れと考えられる．また，開発業務意識は統合
性に負の影響を及ぼしており，開発業務意識が高まると，統合性に対して品質不
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足を感じやすい表れと考えられる．これらの影響関係は，想定している結果に
整合する．また，提供業務意識と開発業務意識において有意な正の相関が確認
される．このことは，開発と提供を兼務している技術者が存在することによる
影響と考える．提供業務意識と開発業務意識には相関があるにもかかわらず，提
供業務意識は統合性にほとんど影響を及ぼさないことと，開発業務意識は信頼
性にほとんど影響を及ぼさないことを確認できる．これらのことは，5.2.5章で
述べた想定とは異なる．
利用者が開発関与している場合には，開発業務意識が技術サービスソフトウェ
ア品質に正の影響を及ぼすことが考えられる．これは，技術サービス支援ソフ
トウェアの品質確保に対して，あまく評価していることを意味する．本事例にお
いては，開発関与している技術者は確かに存在するが，開発を発注する技術者
であるため，ソフトウェアの作り手とは異なる．発注した技術者は，他の技術者
よりも，各ソフトウェアの品質的な特徴をより顕在化させた評価をする可能性
はあるが，品質確保の評価があまくなることは考えにくい．その結果として，図
5.3の開発業務意識が，技術サービス支援ソフトウェア品質に正の影響をほとん
ど及ぼさないことを確認できる．ただし，技術的な知識を豊富に持つ開発業務
意識の高い技術者が，品質の良さを他の技術者に比べて敏感にとらえているこ
とが明確にできる場合に限り，開発業務意識が情報の信憑性に正の影響を及ぼ
す可能性は，否定できないと考える．
ところで，Goodhue and Thompson[37]の研究では，業務特性と品質，すなわち
業務適合性の関係において，業務特性は信頼性に対して負の影響を及ぼすこと
が確認されている．また業務特性は，提案モデルの統合性に相当する互換性に
対しても負の影響が確認されている．図5.3では，これらの負の影響の確認に加
えて，提供業務意識と統合性，および開発業務意識と信頼性において，ほとんど
影響を及ぼさないという精緻な結果が得られている．技術者の業務意識に対し，
品質の不足認識がどのように変化するかを明らかにしている．従って，技術サー
ビスの提供と開発のプロセスの業務意識に着目した測定により，技術サービス
の提供と開発のプロセスにおいて，技術者の業務意識に応じた品質のニーズ変
化をより詳細に観察できることが分かる．
84
図 5.3: 6つのソフトウェアの分析結果
技術サービス支援ソフトウェア品質と業務適合性の関係
技術サービス支援ソフトウェア品質の業務適合性への影響は，信憑性が最も強
い．この要因は，電波伝搬や通信方式などの技術的な理論や経験から，技術者が
納得できる結果であるかが最も重視されるためと考えられる．この結果は，
5.2.5章で想定していた技術サービス支援ソフトウェア品質が業務適合性に正の
影響を及ぼすことと整合する．信憑性は，品質不足を認識される指摘がなかった
品質である．これに対し，提供業務意識との関係を前述で指摘された信頼性が，
業務適合性にほとんど影響しない．これらのことから，不足と認識される品質
が必ずしも業務適合性を向上させるとは限らないことが分かる．この事実発見
は，5.2.5章で想定していた連鎖の関係性とは異なるが，品質改善の程度を精緻
に把握できる有益な情報である．
本提案の測定モデルは，業務適合性への影響を及ぼす要因を明確に特定するた
めに，単一尺度の指標を用いており，Iivari[44]のように概念化された品質の因子
相関を分析するモデルと異なる．多次元尺度の概念指標に基づく測定は，品質概念
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として業務適合性へ及ぼす影響を顕在化させることに有益だが，要因の明確な
特定ができない懸念がある．これに対し，提案する測定モデルでは，信憑性が出
力情報の信用度であることを明確に特定できる．他の要因を測定する必要があ
る場合は，潜在変数のように概念化せず，観測変数を直接扱うことが望ましい．
技術サービス支援ソフトウェア品質が業務適合性に及ぼす影響について，5.2.5
章の想定と異なり説明力が低く見える要因は，技術者がソフトウェアに対して
持っている印象のばらつきが考えられる．本事例の測定では，延べ85サンプルで
1人あたり2，3種類のソフトウェアを扱っている．全ての技術サービス支援ソフ
トウェア品質について全ての品質を同じ値で回答しているサンプルとある品質
を除いて同じ値を回答しているというサンプルを合わせると，ばらつかないサ
ンプルが2割程度存在する．このことから，複数のソフトウェアを扱うにあたっ
て，良い印象と悪い印象のソフトウェアがあると推察される．ソフトウェア種別
によって，統合性，信頼性，信憑性の評価値を個人の好みの変化で一律に高く，
あるいは低く評価する可能性が考えられる．従って，技術者において品質評価の
適切なばらつきのデータを得るためには，一定期間経過した後にデータを追加
取得する配慮などが必要となる．
業務適合性は顧客対応に最も強く影響を及ぼす．この要因は，報告書による情
報提供よりも，報告書をもとに顧客と議論する質が高まることを重視する表れ
が考えられる．また，情報提供や顧客対応に比べて，業務適合性は試行に弱い影
響を及ぼす．これは業務適合性の評価構造が，顧客との接点に近い業務遂行の質
によるものと捉えられる．従って，業務適合性は，開発のプロセスにおける「試
行」に比べて，提供のプロセスにおける報告書提供の質と顧客対応の質に強く
影響を及ぼすことが，図 5.3から分かる．さらに業務適合性指標に「情報提供」
と「顧客対応」を扱うことは，業務適合性が，物的な商材と経験的な商材の質の
向上についてどちらがどの程度認識されたものかを明確にできる利点がある．
これを 5.3.3章のソフトウェア用途別の分析により確認する．
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5.3.3 技術サービス支援ソフトウェアの用途に応じた分析
設計用途の技術サービス支援ソフトウェア
図5.4は，設計用途の技術サービス支援ソフトウェアにおける分析結果を示す．
設計用途のソフトウェアは，後述の測定解析用途のソフトウェアと比較して以下
の特徴がある．
図 5.4: 設計用途のソフトウェアの分析結果
第一に，開発業務意識は，統合性により強い負の影響を及ぼしている．これ
は，設計用途の場合は，統合性に対して品質不足をより強く感じやすくなる表
れと考えられる．第二に，統合性が業務適合性により強い影響を及ぼす．これ
は，設計用途のソフトウェアの特徴にあげた豊富な入出力インタフェースが必要
であるため，他のシステムとの連携がとりやすいかを評価する統合性の及ぼす
影響が強くなったと考えられる．第三に，業務適合性は，情報提供よりも顧客対
応に最も強く影響を及ぼす．これは，設計結果を提供する際の顧客対応におい
て，報告書を用いた議論の質が高まることや，サービス提供を行う技術者が自
分の説明能力の高さを示せることが，重視されるためと考えられる．
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測定解析用途の技術サービス支援ソフトウェア
図5.5は，測定解析用途の技術サービス支援ソフトウェアの分析結果を示す．測
定解析用途のソフトウェアは，前述の設計用途ソフトウェアの場合と比較して以
下の特徴がある．第一に，提供業務意識が信頼性に対してより強い負の影響を及ぼ
している．測定解析用途のソフトウェアの場合，信頼性が報告書作成の業務遂行
に必要であると捉え，品質不足をより強く感じやすくなる表れと考えられる．
図 5.5: 測定解析用途のソフトウェアの分析結果
第二に，信憑性が，業務適合性に強く影響を及ぼすことである．これは，測定
結果や図の情報そのものに価値があり，技術者の経験的な知識や理論と整合す
る結果が得られたかが，より大きく重視されるためと考えられる．また，信頼性
は，品質不足の認識をなくす以上に，大幅な改善がなされても，業務適合性の改
善にはあまり影響しないことが確かめられる．従って，前述の設計用途のソフト
ウェアのように，不足と認識される品質と業務適合性を高める品質が，一致する
とは限らないことが分かる．
第三に，業務適合性が情報提供に最も影響を及ぼす．これは，情報提供そのも
のに価値があると評価される測定解析用途のソフトウェアと，技術検討のノウ
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ハウを顧客との議論を通じて提供することに価値があると評価される設計用途
のソフトウェアとの違いによると考えられる．言い換えれば，商材の違いによる
影響の表れと捉えられる．測定解析用途のソフトウェアでは，報告書や測定デー
タ自体といった商材生産の質の向上として認識され，設計用途のソフトウェアで
は経験的な商材生産の質の向上として認識されることが分かる．従って，本提案
の業務測定指標により，商材の特徴に対する業務適合性の影響を明確に把握で
きる利点を確認できる．
図5.3から図5.5の結果は，有意でないパスが存在する．また，5.2.5章で想定し
ていた仮説と異なる結果が確認されている．これには，5.3.2章で指摘した要因
を含めて測定誤差に影響する要因が考えられる．具体的には，質問紙調査にお
ける業務意識の扱いである．本事例では，兼務している技術者が，開発業務と提
供業務の配分を複数の担当業務を通じて固定的に認識している前提で質問表を
作成している．その結果，業務意識の観測変数は，ソフトウェア種別やプロジェ
クトに関係なく一定の値を扱っている．前述した技術者においてソフトウェア種
別に依存した品質評価の適切なばらつきのデータやプロジェクト単位，あるい
はソフトウェア単位で業務意識を精緻に測定したデータを用いている．そのた
め，担当プロジェクトの変更などが生じて主に使用するソフトウェアが変わった
際や一定期間経過した後にデータを追加取得する配慮が必要となる．
5.3.4 技術サービス支援ソフトウェア品質設計への活用
図5.2の測定モデルを無線通信業界に適用した分析結果を通じて，本章では技
術サービス支援ソフトウェアの品質設計や製品企画への活用をいくつか提案す
る．第一は，適切な品質改善の目標設定への活用である．図5.2の測定モデルは，
技術サービス支援ソフトウェアにおいて品質を確保したときの業務適合性が向
上する程度と，業務意識を通じて品質が確保されなかった場合の不満になる程
度を同時に考慮できる．
図5.4と図5.5の結果からは，設計用途ソフトウェアの統合性のように，不足に
感じやすい品質と業務適合性を高める品質が一致する場合と，測定用途ソフト
ウェアのように異なる場合があることを観察できる．従って，統合性の大幅な改
善は，設計用途ソフトウェアにおいて有効であるが，信頼性は不満を解消できる
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程度の品質確保がなされていれば，十分であるとの指針が得られる．この指針
は，技術サービス支援ソフトウェアが過剰品質になることを防ぎ，開発が必要な
品質の精緻な分析に役立つ．
第二は，業務適合性の向上に効果的な品質設計への活用である．設計用途のソフ
トウェアと測定解析用途のソフトウェアは，どちらも信憑性を重視した開発を行
うことが効果的であり，技術サービス支援ソフトウェアの品質設計における基本
的な要件であることが分かる．また，設計用途のソフトウェアの結果から，信憑
性とともに，品質不足の認識と業務適合性の改善を同時に解決する統合性に配
慮した品質設計が，効果的であると分かる．さらに，測定解析用途のソフトウェ
アは，品質不足を認識されない程度の信頼性と，業務適合性を向上させるための信
憑性を確保する品質設計を行うことが，効果的であるという知見が得られる．
第三は，業務適合性の評価構造に応じた技術サービスの分類への活用である．
開発と提供のどちらのプロセスに関して業務適合性が影響を及ぼすか，さらに
提供においては，物的な商材と経験的な商材のどちら影響を及ぼすかを分析す
ることでサービスの特徴が把握できる．設計用途ソフトウェアのように，業務適
合性が顧客対応に強く影響する評価構造では，顧客との接点に近い業務遂行の
質に影響を及ぼすことから，報告書よりもコンサルティングのような商材の特
徴を反映した技術サービスであると捉えられる．これに対して測定解析用途の
ソフトウェアのように，業務適合性が情報提供に強く影響する評価構造では，顧
客との対話よりも提供できる報告書の内容に依存した特徴を反映するサービス
として考えられる．
第四は，業務意識が技術サービス支援ソフトウェア品質に及ぼす影響から，技
術サービスの開発や提供といった各プロセスで，ソフトウェアに対する要求品質
の変化を把握するための活用である．異なる業務意識をもつ技術者間でソフト
ウェアの要求品質の変化を把握し，要求を達成する上で競合が発生した場合，ど
のように開発機能選択を調停すべきかの検討に活用できる．
5.4 技術サービス支援ソフトウェアの業務適合性測定のまとめ
技術サービス支援ソフトウェアの品質設計を考慮するための業務適合性測定
モデルを提案した．提案したモデルは2つの特長を有する．一つは，技術サービ
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ス支援ソフトウェアの利用者背景を把握する測定指標として業務意識を追加し
たことである．もう一つは，専門サービスの品質評価を参考に，技術サービスの
業務遂行プロセスに着目した業務適合性指標を設定し，技術者が認識する業務
適合性の概念を構造的に把握することである．
この業務適合性測定モデルを無線通信ネットワークの構築，運用のサービスに
おける技術サービス支援ソフトウェアに適用したところ，業務成果影響の指標
よりも，技術サービスに即して影響が及ぼされる内容を明確化できた．さらに，
業務意識に応じて品質不足と認識される品質が，必ずしも業務適合性に影響を
及ぼすとは限らないことと，品質不足と認識されるものとは別に信憑性という
情報の品質が，業務適合性の向上に最も影響を及ぼすことが分かった．これらの
ことは，技術サービス支援ソフトウェアの開発者や発注者が品質設計や開発企
画を行う上で有益な知見になると考える．
提案する測定モデルを適用する上での留意点と今後の研究課題をいくつか指
摘する．本章の研究では無線通信業界の事例を扱っており，他の専門サービスの
事例に適用する場合には，特化したソフトウェア品質指標に対して検証が必要
となる．本章の提案モデルでは，既存のソフトウェア品質指標を観測変数として
用いているが，より適切な技術サービス支援ソフトウェア品質の測定指標を検
討することは価値がある．また，技術者の好みの変化で評価値のばらつきが不
適切になる可能性がある．これらに対しては，技術サービスの特徴としてあげ
たデータのサンプル数が少ない利用者組織に適用可能とする配慮が必要になる．
従って，提案モデルを活用する留意点には，ソフトウェア種別に依存した品質評
価の適切なばらつきがあるデータを用いることと，プロジェクト単位あるいは
ソフトウェア単位で業務意識を精緻に測定したデータを用いることがあげられ
る．この留意点への対応は，担当プロジェクトの変更などが生じて，技術者の主
として使用するソフトウェアが変わった際や，一定期間経過した後にデータを追
加取得することがあげられる．
業務意識と業務適合性指標は，開発と提供という2つのプロセスに着眼してい
る．業務プロセスを細分化した業務意識や業務適合性指標の開発は，品質設計
の実務上有益である．さらに属人的な要因，特にスキルに対する考慮を業務適
合性の評価にいかに反映させるかは検討が必要である．提案した測定モデルで
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の業務適合性指標は，開発と提供のプロセスに基づいて考慮されているため，
時系列的な関係がある．時系列的な関係を把握するためには，試行，情報提供，
顧客対応の相互影響の考察を深めることが今後の研究課題となる．
提案したモデルは，無線通信業界の技術サービスという一事例への適用では
あるが，業務意識と技術サービス支援ソフトウェア品質の関係，およびその品質
と業務適合性の関係を連鎖的に扱うことで，適切な品質改善の程度を精緻に分
析できることが分かった．
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第6章 結論
本研究は，技術サービス提供におけるシステム構築の問題意識を開発段階で
整理し，ソフトウェア機能配備，開発機能の選択，業務適合性の測定という3つ
のテーマを策定した．本研究は，情報システム科学や経営工学，およびそれらの
周辺となる経営学，ソフトウェア工学といった多岐にわたる学術分野の知見を駆
使して実践的な課題の解決を試みている．
3章のソフトウェア機能配備というテーマでは，アーキテクチャに関する研究
から文献調査を進め，情報システム科学の情報システム柔軟性という研究領域
を核としている．技術サービス提供者の特性を技術難易度として扱った提案モ
デルが，定量的な分析を可能にした意義は大きい．さらに，提案モデルの結果
は，意思決定が困難と想定される開発が割高なプロジェクトコスト事例への適
用において有効性を示している．4章の考察と重ねると，技術先進性を扱うサー
ビス開発でソフトウェア開発推進を判断するには，機能配備に加えて開発実施
の価値の考慮が重要であると認識できた．従って，3章の研究で得られた知見は，
技術サービス提供者に属する発注の意思決定を行う者や，技術サービス提供者
の事業パートナーであるソフトウェア開発者に貢献する．さらに3章では，複数
のプロジェクトコスト事例を扱った結果，事業プロセスと技術難易度の指標間の
相関を考慮していない課題を指摘している．この指摘は，技術難易度で技術蓄
積のメカニズムを表現できるモデル構築が，情報システムの柔軟性戦略の研究
に必要とされる研究課題を見出した貢献に値する．
4章の開発機能の選択というテーマでは，要求と機能の構造的な依存性を可視
化できる要件から，QFD（品質機能展開）の関連研究に着目している．先行研究
では，提供者あるいは開発者に知見を還元する事例報告が多い．対照的に本研
究では，非効率な開発とコスト上昇要因を指摘できる発注者向けの手法を提案
している．この発注者に着眼した提案は，学術的にも実務的にも有益である．5
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章の業務適合性を高める品質や技術者が不足と認識する品質に応じた重要度の
評価値を設定し，開発発注の価値を可視化することで，4章の研究成果は，投資
目的の明確化につながる価値を有する．要求品質や機能実現のトレードオフの
考慮について提案手法の精緻化を図ることと，提案手法の適用効果に関する検
証は，今後の研究課題である．また，ソフトウェア開発の特徴をふまえた提案手
法のハードウェア開発への適用可能性を検討することは，製造業に属する技術
サービス提供者のニーズが高い研究課題と考える．
5章の業務適合性の測定というテーマでは，技術サービスの蓄積したノウハウ
をソフトウェアに実装する改善開発が繰り返される特徴をふまえて，情報シス
テムのユーザ評価とソフトウェア品質評価の先行研究に着目している．開発者
向けの知見を獲得する先行研究に対し，5章の研究は発注者が要求仕様を策定す
る観点で，ソフトウェア品質設計を支援する測定モデルを提案している．業務意
識によって不足と捉えられる技術サービス支援ソフトウェア品質が，業務適合性
を高めるとは限らないという想定と異なる結果は，品質改善の程度を精緻に把
握するために有益な情報である．ただし，5章で述べた測定誤差の要因分析は，
検証を重ねる必要がある．
3章から5章の研究成果は，システム構築の際に費用対効果を分析する先行研
究のフレームワークを精緻化した貢献を有する．特に生産財の製造業者は，発
注者と開発者の双方の立場で技術管理を必要とする．技術サービス提供者の技
術者には，ソフトウェア技術に精通していないが，ある程度技術に見識のある発
注者が存在する．本研究の独自性は，3章で扱った柔軟性戦略の検討と5章の業
務適合性を扱ったシステム評価との連携に，QFDに着目した発注者向けの機能
選択を 4章で提案していることである．
最近の研究では，業務と技術の適合性（Task-Technology Fit）[37]と技術受容
（Technology Acceptance）[100]を情報システムの柔軟性 [34]に統合させたフレーム
ワークを提案した研究 [67]が出現している．この研究 [67]は，大学の履修科目登
録システムの事例を扱ったフレームワークの統合化に関して初期段階にある．
本研究で取り上げた技術難易度や充足度，時間の深刻度や適時性，情報の信憑
性といったシステム仕様策定や利用者の重要度評価に扱える指標は，設計支援
フレームワークの統合化や精緻化に有意義な視点を提供する．
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本研究の設計支援フレームワークは，大きく2つの活用場面がある．一つは，
新たなサービス要素技術をシステム化する状況下で，完全に新規な状況で戦略
検討を行う場面である．もう一つは，サービス実行中の事業環境下で，開発戦略
を検討する場面である．技術蓄積が少ない前者では，設計変更への柔軟性を重
視し，開発機能の選択を情報の信憑性を高める項目に配慮する方策が望ましい
と推察できる．しかしながら，後者のようにサービス実行を継続しながら開発
戦略を考慮する場面では，業務意識の違いによる技術者の品質ニーズを反映す
る施策が効果的であると推察される．これには，サービス実行の中で確実性が
高まることや，技術蓄積が多くなっている理由が考えられる．確実性が高いほ
ど，利用パターンへの柔軟性を重視する開発の戦略比重が高くなる結果も，同
様の解釈が成り立つためと理解できる．従って，いずれの場面においても，本研
究で提案しているフレームワークが機能する見通しが立てられる．この成果は，
戦略検討の担当者や管理者向けに有意義な成果と評価できる．
本研究の限界は，技術サービス提供者のデータを取得できる機会が得られに
くいことと，データのとり方に対する考察と工夫に依存する．本研究を足がか
りとして，今後の研究ではより様々な業界や技術者からのデータを蓄積し，技術
サービスの実践的な理論を洗練させる考察を深めたい．
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付 録A 柔軟性戦略を決定する最小コスト
問題の解法
3章で述べた柔軟性戦略の決定は，初期開発のタスク累積率x1と，アップグ
レード開発のタスク累積率x2のコストを最小にする最適な配分設計を意味する．
本研究では，刻み幅を変化させて最小コストを総当り的に探索する方法を用い
ている．そのため，同じ最小値が存在する場合，あとから探索した方のx1, x2の
組み合わせが反映される．従って，この方法の適用においては，最小コストにな
る解が唯一であることが必要である．
集中度の高い（v = 0.8）場合においては，x2 = 0において，式（3.7）の影響で
不連続的に見えることを除けば，コストの分布が単峰性になることを確認して
いる．TSSS1の事例について確認した結果の一例を図A.1の上側に示す．なお，
図の左右で確実性の違いによるコスト分布の違いも確認できる．
あわせて集中度が低い（v = 0.2）場合を図A.1の下側に示す．集中度が低い場
合は，コストの分布が多峰性になることを確認している．多峰性の分布におい
ては，特に唯一解であるかを確認することが必要となる．本研究において適用
したいずれの場合においても，多峰性における同じ極値の最小点が複数存在せ
ず，最小コストとなる解が唯一解，すなわち局所解ではなく大域解として得られ
ていることを確認している．
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図 A.1: 事例TSSS1におけるコスト分布例（r=0.8, t=0.5）
109
付 録B 機能選択の事例で扱った要求情報
と機能情報
4章で扱った要求品質の情報と機能情報に関するデータを載せる．表B.1は，4
章の開発機能選択で扱った要求情報をまとめている．赤尾 [1]の品質展開表の作
成手順に従えば，「登録・削除・変更」といった表現は個別な要求品質として記述
されるため，項目数はさらに増える．潜在的な要求品質を抽出するために，赤尾
[1]は要求が生じた理由を考慮する重要性を解説している．4章の事例で扱った3
次要求の表現は，厳密な記述方法に則ってはいないが，開発関係者で共通の意思
疎通が図れる範囲で記述されている．潜在要求に対して抽出しやすい点は，前
述のとおり標準や規格に基づくRFP（Request For Proposal：提案要求書）を顧客
が提示する点が考えられる．
表B.2は，4章の開発機能選択で扱った機能情報をまとめている．通信方式の違
いで実装に多少の違いがあるが，機能項目はかなり類似したものを扱っている．
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表 B.1: 要求情報
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表 B.2: 機能情報
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付 録C 業務適合性の測定に用いた調査票
とデータ
表C.1は，5章の業務適合性の測定で使用した調査票である．Software xの部分
は，Software 1 からSoftware 6の名称にそれぞれ置き換えられている．No.4以降
の選択肢は，No.3と同じ選択肢を用いているため，省略している．また，（　　）
内の測定指標は，調査時には記載されていない．予備調査で指摘された「操作
性」を確認するため，Bailey, and Pearson[8]に基づき項目を追加して測定してい
る．表C.2と表C.3は，業務適合性の測定における観測変数の基本統計量と観測
変数の相関係数をそれぞれまとめたものである．
図C.1は調査時の被験者の利用経験に関するデータである．利用者の経験年数
は，ほとんどのソフトウェアにおいて1年以上の人数が支配的である．技術サー
ビス提供は，数ヵ月から6ヵ月単位のプロジェクトで実施される．そのため，技術
サービスの技術者が6ヵ月以上使っている場合，操作知識を十分に有していると
みなされる．
この潜在変数の測定について，信頼性係数(Cronbachのα[21])の算出は，統計解析
ソフトウェアR (version3.4.2)のpsychパッケージを使用した．結果は図C.2のよう
に出力される．最初に記載される「raw alpha」の値0.76が，α係数の値である．
なお，このαの算出結果は，岡田 [72]で解説している式で検算できる．本研究
の算出結果は，この検算により確認されている．
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表 C.1: 調査票
No. 質問 選択肢
1 　あなたの組織における役職レベルは 1．課長・エキスパート
　どれに該当しますか？ 2．主任 　
　 3．担当 　
2 　 Software xの利用経験はどのくらいありますか？ 0．全くなし
　 1．1ヶ月未満 　
　 2．1ヶ月から 3ヶ月未満
　 3．3ヶ月から半年未満
　 4．半年から 1年未満
　 5．1年以上
3 　ソフトウェアツールを用いてサービス商品を 　　 1．全くそう思わない
　開発する　 (開発業務意識) 2．そう思わない 　
　 3．どちらかといえばそう思わない
　 4．どちらともいえない
　 5．どちらかといえばそうだと思う
　 6．そうだと思う
　 7．非常にそうだと思う
4 　顧客との技術的な打ち合わせ業務を行なっている No.3と同じ
　 (提供業務意識) 　
5 　 Software xは他のシステムとの連携がとりやすい No.3と同じ
　 (統合性) 　
6 　 Software xはエラーが発生した場合にすぐに No.3と同じ
　回復できる　 (信頼性) 　
7 　 Software xは使いたい機能が使いやすい No.3と同じ
　 (操作性) 　
8 　 Software xの出力情報は顧客に対して説明が No.3と同じ
　できる程度，信用できる　 (信憑性) 　
9 　 Software xは課題解決に向けた様々な No.3と同じ
　試行がしやすい　 (試行) 　
10 　 Software xにより提供できる情報の品質が No.3と同じ
　高まった　 (情報提供) 　
11 　 Software xによりサービス提供において顧客との No.3と同じ
　議論の質が高まった (顧客対応) 　
表 C.2: 基本統計量 (延べサンプル数 N=85)
No. 1. 開 発 2. 提 供 3. 統 合 性 4. 信 頼 性 5. 信 憑 性 6. 使 用 性 7. 試 行 8. 顧 客 9. 情 報
　 業 務 意 識 業 務 意 識 対 応 提 供
平 均 　 3.84 3.62 3.52 3.36 5.04 4.02 4.48 4.36 4.86
標 準 偏 差 　 2.12 1.99 1.32 1.35 0.93 1.32 1.27 1.27 1.18
中 央 値 　 4.00 4.00 4.00 3.00 5.00 4.00 5.00 4.00 5.00
最 頻 値 　 1.00 5.00 4.00 2.00 5.00 4.00 5.00 4.00 5.00
最 大 値 　 7.00 7.00 6.00 7.00 7.00 7.00 7.00 7.00 7.00
最 小 値 　 1.00 1.00 1.00 1.00 3.00 1.00 2.00 1.00 1.00
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表 C.3: 相関係数
No. 1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9.
1. 開発業務意識 1.00
2. 提供業務意識 0.46 1.00
3. 統合性 -0.28 -0.09 1.00
4. 信頼性 -0.14 -0.26 0.17 1.00
5. 信憑性 0.10 -0.03 0.03 0.01 1.00
6. 使用性 0.00 0.04 0.29 0.26 0.17 1.00
7. 試行 -0.16 0.03 0.10 0.20 0.10 0.15 1.00
8. 顧客対応 0.12 0.11 0.13 -0.05 0.30 0.08 0.47 1.00
9. 情報提供 0.13 0.09 0.09 0.02 0.33 -0.02 0.41 0.66 1.00
図 C.1: 被験者の利用経験
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図 C.2: Cronbachの α算出結果
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